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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

 
（注）１ 「売上高」には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 従業員数は、就業人員を記載しております。 

４ 第102期及び第105期における株価収益率は、１株当たり当期純損失のため記載しておりません。 

５ 第106期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しており

ます。 

第一部 【企業情報】

回次 第102期 第103期 第104期 第105期 第106期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (百万円) 63,433 61,301 69,937 66,438 78,233

経常利益又は 

経常損失（△）
(百万円) △847 152 909 717 2,050

当期純利益又は 

当期純損失（△）
(百万円) △7,844 18 320 △409 620

純資産額 (百万円) 23,182 22,337 22,616 22,209 22,826

総資産額 (百万円) 48,509 46,860 49,874 47,167 47,149

１株当たり純資産額 (円) 937.94 988.88 1,002.37 986.37 1,010.16

１株当たり当期純利益 

又は当期純損失（△）
(円) △317.41 0.03 13.42 △18.17 27.56

潜在株式調整後１株 

当たり当期純利益
(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 47.8 47.7 45.3 47.1 48.2

自己資本利益率 (％) △28.8 0.1 1.4 △1.8 2.7

株価収益率 (倍) ― 14,200.0 55.5 ― 31.8

営業活動による 

キャッシュ・フロー
(百万円) 2,310 521 3,668 △1,508 △ 2,636

投資活動による 

キャッシュ・フロー
(百万円) △1,033 △671 △1,675 △1,519 △ 1,211

財務活動による 

キャッシュ・フロー
(百万円) △389 △845 △266 △111 △ 134

現金及び現金同等物 

の期末残高
(百万円) 12,476 11,456 13,178 10,081 6,116

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
1,862 
(957)

1,804
(975)

1,774
(1,127)

2,560 
(781)

2,380
(1,370)



(2) 提出会社の経営指標等 

 
（注）１ 「売上高」には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 従業員数は、就業人員を記載しております。 

４ 第102期及び第105期における株価収益率は、当期純損失のため記載しておりません。 

５ 第106期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しており

ます。 

  

回次 第102期 第103期 第104期 第105期 第106期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (百万円) 58,341 55,567 64,773 62,593 75,005

経常利益又は 
経常損失（△）

(百万円) △902 47 705 474 1,243

当期純利益又は 
当期純損失（△）

(百万円) △7,902 86 557 △1,260 369

資本金 (百万円) 3,456 3,456 3,456 3,456 3,456

発行済株式総数 (株) 24,744,017 24,744,017 24,744,017 24,744,017 24,744,017

純資産額 (百万円) 23,256 22,546 23,064 21,779 22,025

総資産額 (百万円) 44,866 44,384 47,660 45,614 44,368

１株当たり純資産額 (円) 941.08 998.26 1,022.38 967.23 979.11

１株当たり配当額 
(内１株当たり中間配 
 当額)

(円)
― 

(―)

3.00 

(―)

5.00 

(―)

5.00 

(―)

5.00

(―)

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失（△）

(円) △319.60 2.94 24.04 △55.93 16.41

潜在株式調整後１株 
当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 51.8 50.8 48.4 47.7 49.6

自己資本利益率 (％) △29.0 0.4 2.4 △5.8 1.7

株価収益率 (倍) ― 144.9 31.0 ― 53.5

配当性向 (％) ― 102.0 20.8 ― 30.5

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
1,315 
（376)

1,279
（406)

1,270
（600)

1,200 
（624)

1,087
(551)



２ 【沿革】 

 
  

年月 概要

昭和13年４月 名古屋市南区に高野精密工業株式会社を設立、兵器及び同部品並びに機械器具の製造を開始。

昭和16年８月 愛知県岡崎市に岡崎工場を開設。(現 岡崎事業所)

昭和29年６月 名古屋証券取引所に上場。

昭和32年１月 名古屋市南区の本社地に腕時計製造設備を新設し、腕時計の生産を開始。

昭和36年10月 東京証券取引所に上場。

昭和37年８月 社名をリコー時計株式会社に変更。

昭和37年12月 岡崎工場に量水器新工場を建設。

昭和39年３月 

 

岐阜県恵那市に恵那工場建設第１期工事竣工、腕時計製造設備の一部を名古屋より移管し、腕時

計の生産を開始。

昭和41年12月 恵那工場建設工事及び腕時計製造部門の集中化が完了。(現 恵那事業所)

昭和42年11月 岡崎工場で湿式複写機「リコピー」の製造を開始。

昭和43年９月 岡崎工場にプロパン用ガスメータ新工場を建設。

昭和46年７月 本社を名古屋市東区に移転。

昭和46年12月 水晶発振式電子腕時計「リクォーツ」発売。

昭和48年10月 岡崎工場にプロパン用ガスメータ工場を増設及び乾式複写機「電子リコピー」工場を建設。

昭和57年11月 岡崎事業所でPPC周辺機器の製造を開始。

昭和60年８月 岡崎事業所に技術棟が完成。

昭和61年４月 社名をリコーエレメックス株式会社に変更。

平成２年３月 恵那事業所にOA機器組立工場を建設。

平成５年５月 OA機器部門が国際品質保証規格「ISO 9002」の認証取得。

平成７年１月 

 

PPC周辺機器の生産会社として中国広東省東莞市にグループ会社「DONGGUAN RICOH ELEME 

OFFICE MACHINE CO., LTD.」を設立。

平成８年２月 計量器関連部門が国際品質保証規格「ISO 9001」の認証取得。

平成８年５月 本社を名古屋市中区に移転。

平成８年８月 リコー教育機器株式会社より教育事業を譲受け。

平成８年12月 岡崎事業所が国際的な環境マネジメントシステム規格「ISO 14001」の認証取得。

平成９年３月 

 

 

恵那事業所が国際的な環境マネジメントシステム規格「ISO 14001」の認証取得。 

岡崎事業所が計量法第90条の規定に基づく指定製造事業者(ガスメータ 第一種及び第二種)の指

定取得。

平成９年10月 岡崎事業所事務棟(通称CS棟)を増設。

平成10年２月 

 

岡崎事業所が計量法第90条の規定に基づく指定製造事業者(水道メータ 第一種及び第二種)の指

定取得。

平成10年10月 リコー精器株式会社と合併。

平成11年６月 名古屋市千種区に技術センターを開設。

平成13年１月 

 

名古屋市千種区の技術センターが国際的な環境マネジメントシステム規格「ISO 14001」の認証

取得。

平成13年３月 名古屋市千種区に今池事務所を開設。

平成14年10月 教育事業をグループ会社のリコー教育システム株式会社に事業集約。

平成14年11月 本社を名古屋市千種区に移転。（今池事務所）

平成15年３月 本社今池事務所及び東京事務所が国際的な環境マネジメントシステム規格「ISO 14001」の認証

取得。

平成15年４月 コンプライアンス体制構築の為のＣＳＲ本部（現 内部統制推進室）の設置。

平成16年11月 PPC周辺機器他の生産会社として中国広東省深圳市にグループ会社「RICOH ELEMEX (SHENZHEN) 

 CO.,LTD.」を設立。

平成16年12月 ISMS（情報セキュリティマネジメントシステム）適合評価制度の認証取得。

平成17年６月 「RICOH ELEMEX (SHENZHEN) CO.,LTD.」の操業開始。

平成17年10月 リコー教育システム株式会社の全株式を、全研本社株式会社に譲渡。

平成19年３月 時計事業をグループ会社のリコーエレメックスエーティー株式会社に事業集約。



３ 【事業の内容】 

当社グループ(当社及び当社の関係会社)は、当社及び当社の子会社６社並びに当社の親会社である㈱リ

コーで構成されており、主として、情報・環境関連(複写機関連、情報機器関連他)及び精密機器関連(計

量器関連、特機関連、時計関連、部品・産業用設備関連)の製造、販売を行っております。 

また、当企業集団（当社及び当社の子会社）はリコーグループに属し、複写機関連及び情報機器関連の

製品に関しては、その大部分を親会社である㈱リコー及びその子会社である東北リコー㈱へ販売しており

ます。また、リコーグループではRCMS制度（リコーキャッシュマネジメントシステム）の導入によりグル

ープ内の資金を、親会社の子会社であるリコーリース㈱に集中し管理しております。 

 事業区分における主要な製品及び関係会社等との取引は、以下のとおりであります。 

〔情報・環境関連事業〕 

 
〔精密機器関連事業〕 

 
〔その他事業〕 

 
  

複写機関連…… ㈱リコー、東北リコー㈱、RICOH ELEMEX (HK) LTD. 及びその他の仕入先から部品を

購入し、当社で組立を行い、そのほとんどを㈱リコー及び東北リコー㈱へ販売して

おります。 

又、販売製品の一部について生産の海外分業化を行っており、組立用部品の一部に

ついて国内仕入先から購入したものをRICOH ELEMEX (HK) LTD.を通じて

RICOH ELEMEX (SHENZHEN) CO.,LTD.に対して支給しております。 

RICOH ELEMEX (SHENZHEN) CO.,LTD.は組立を行い、RICOH ELEMEX (HK) LTD. を通じ

て当社へ販売しております。 

なお、RICOH ELEME OFFICE MACHINE (HK) LTD.及びDONGGUAN RICOH ELEME  

OFFICE MACHINE CO.,LTD. は現在休眠しております。

情報機器関連… ㈱リコー、東北リコー㈱、RICOH ELEMEX (HK) LTD. 及びその他の仕入先から部品を

購入し、当社で組立を行い、そのほとんどを㈱リコーへ販売しております。 

又、販売製品の一部について生産の海外分業化を行っており、組立用部品の一部に

ついて国内仕入先から購入したものをRICOH ELEMEX (HK) LTD.を通じて

RICOH ELEMEX (SHENZHEN) CO.,LTD.に対して支給しております。 

RICOH ELEMEX (SHENZHEN) CO.,LTD.は組立を行い、RICOH ELEMEX (HK) LTD. を通じ

て当社へ販売しております。

計量器関連…… 外部仕入先から素材及び部品を購入し、当社で製造を行い、全国の営業拠点を通じ

てガス販売店・水道局等へ販売しております。又、一部の製品を㈱リコーに販売し

ております。

特機関連……… リコーエレメックスエーティー㈱及びその他の仕入先から素材及び部品を購入し、

当社で製造を行い、防衛省、その他の需要者へ販売しております。

時計関連……… RICOH ELEMEX (HK) LTD. 及びその他の仕入先から素材及び部品を購入し、リコーエ

レメックスエーティー㈱及びRICOH ELEMEX (SHENZHEN) CO.,LTD.で製造を行い、小

売店等の需要者へ販売しております。 

又、一部海外のOEM先に対しては、RICOH ELEMEX (HK) LTD. を通じて販売しており

ます。

部品・産業用 

設備関連………

精密加工技術を活かした部品加工や産業機器の製品群でありますが、リコーエレメ

ックスエーティー㈱、及びその他の仕入先から素材及び部品を購入し、当社で製造

を行い、直接お客様へ販売しております。

保険代理業…… レックスゼネラルサービス㈱が保険代理業を行っております。



事業系統図は次のとおりであります。 

 

  



４ 【関係会社の状況】 

 
(注)１ 親会社を除いて、有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。 

２ RICOH ELEME OFFICE MACHINE (HK) LTD.及びRICOH ELEMEX (SHENZHEN) CO.,LTD. は

RICOH ELEMEX (HK) LTD. が、それぞれ100.0％及び90.0％出資している子会社であります。 

またDONGGUAN RICOH ELEME OFFICE MACHINE CO.,LTD. はRICOH ELEME OFFICE MACHINE (HK) LTD.が90.0％

出資している子会社であります。 

３ 「議決権の所有（被所有）割合」欄の（内書）は間接所有であります。 

４ RICOH ELEMEX (HK) LTD.は特定子会社に該当しております。 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 
平成19年３月31日現在 

 
(注)１ 従業員数は、当企業集団（当社及び当社の連結子会社）から当企業集団外への出向者を除き、当企業集団外

から当企業集団への出向者を含む就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は平均臨時雇用者数であります。 

  
(2) 提出会社の状況 

平成19年３月31日現在 

 
(注)１ 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３ 従業員数欄の(外書)は平均臨時雇用者数であります。 

  
(3) 労働組合の状況 

リコーエレメックス労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

名称 住所
資本金又は
出資金 
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有(被所有)割合

関係内容
所有割合
(％)

被所有
割合(％)

(親会社)

㈱リコー
(注)１

東京都大田区 135,364
事務用機器等の
製造・販売

―
56.8
(0.2)

事務用機器等の 
販売先
役員の兼任１名

(連結子会社)

リコーエレメックス
エーティー㈱

名古屋市千種区 30
精密機器部品の
製造・販売

100.0 ―
精密機器部品の 
製造元

レックスゼネラル
サービス㈱

岐阜県恵那市 20
構内物流業・
保険代理業

100.0 ―
物品の構内運搬請負
役員の兼任１名

RICOH ELEMEX (HK) LTD.
(注)２、４

中華人民共和国 
香港特別行政区

千香港ドル

5,000

事務用機器及び
精密機器部品の
仕入・販売

100.0 ―

時計部品の仕入先 
事務用機器の仕入先 
資金援助あり 
役員の兼任１名

RICOH ELEME OFFICE  
MACHINE (HK) LTD.

(注)２、３

中華人民共和国 
香港特別行政区

千香港ドル 

 1,000
事務用機器の仕
入・販売

100.0
(100.0)

― 現在 休眠中

RICOH ELEMEX  
(SHENZHEN) CO.,LTD.

(注)２、３

中華人民共和国
広東省深圳市

千USドル
3,200

事務用機器及び
精密機器の製造

90.0
(90.0)

―
事務用機器の製造元
役員の兼任１名

DONGGUAN RICOH
ELEME OFFICE
MACHINE CO.,LTD．

(注)２、３

中華人民共和国 
広東省東莞市

千香港ドル 

 7,500
事務用機器の製
造

90.0
(90.0)

― 現在 休眠中

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

情報・環境関連事業 1,301  (1,038)

精密機器関連事業   713  ( 260)

その他事業     6  (   ―)

全社共通   360  (  72)

合計 2,380  (1,370)

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

1,087（551） 41.6 19.3 5,743



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、景気は緩やかに拡大しているものの、原油、資材関連の価格

高騰が続いていること、また、長期金利の上昇などにより先行きに不透明なものが感じられる状況下で

推移いたしました。 

このような状況の中、当社グループは全力をあげて構造改革(開発・生産・販売・収益構造)に取り組

んでまいりました。その活動成果が大いに寄与して、売上高については、子会社として中国深圳に建設

した工場が軌道に乗り、ジェル・ジェット型エンジンを搭載したＭＦＰ(マルチ・ファンクション・プ

リンター) の量産が開始され、また、自動車エンジン部品を中心とした部品事業の拡大や、プロパン用

ガスメータも需要が上昇期に入ったことにより好調に推移いたしました。しかし、水道機器等では価格

競争激化などもあり厳しい環境でありました。 

この結果、当連結会計年度の業績につきましては、売上高は782億３千３百万円と前連結会計年度比

117億９千４百万円(17.8％増)の増収となり、営業利益は16億９千４百万円と前連結会計年度比14億９

千２百万円(739.1％増)の増益、経常利益は20億５千万円と前連結会計年度比13億３千３百万円

(185.8％増)の増益となりました。しかしながら、2002年度に発生したガスメータセンサー不具合に係

る費用が対策の進捗により当初試算を上回ることが確実となり、特別損失８億６千万円を追加計上する

こととなり、当期純利益は６億２千万円と前連結会計年度比10億２千９百万円（前連結会計年度は４億

９百万円の損失）の増益となりました。 

  

部門別の売上高及び事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

（情報・環境関連事業） 

複写機関連では、カラー機等を中心としたデジタルＰＰＣ（普通紙複写機）が好調に推移したことに

より増収となりました。 

情報機器関連では、新製品のジェル・ジェット型エンジンを搭載したＭＦＰ（マルチ・ファンクショ

ン・プリンター）の量産が開始されたことにより増収となりました。 

情報・環境関連のその他の事業は、健康・環境機器の商品群でありますが、環境機器関連で新製品投

入効果等により増収となりました。 

これらの結果、情報・環境関連事業の売上高は535億８千６百万円と前連結会計年度比88億９千６百

万円（19.9％増）の増収となりました。営業利益は48億７千３百万円と前連結会計年度比12億４千９百

万円（34.5％増）の増益となりました。 

  



（精密機器関連事業） 

計量器関連では、水道機器が価格競争激化の影響で減収となりましたが、プロパン用ガスメータの需

要が上昇している影響等により増収となりました。 

特機関連では、防衛省からの受注が大幅に増加した影響で増収となりました。 

時計関連では主力のムーブ事業でＯＥＭ供給しているムーブ個数が減少した影響で減収となりまし

た。 

部品・産業用設備関連の分野は、精密加工技術を活かした部品加工や産業機器の製品群であります

が、主力の自動車産業向けの部品及び設備受注が好調に推移した影響により増収となりました。 

以上の結果、精密機器関連事業の売上高は246億１千８百万円と前連結会計年度比28億９千６百万円

（13.3％増）の増収となりました。営業損益は19億５千９百万円の営業損失と前連結会計年度比１億９

千７百万円（前連結会計年度は21億５千６百万円の営業損失）の損失減少となりました。 

  

所在地別のセグメント業績は次のとおりであります。 

なお、海外の重要性が増したため、当連結会計年度より所在地別セグメント情報を記載しておりま

す。 

（日本） 

売上高は728億３千８百万円、営業利益は24億３千７百万円となりました。 

（中国） 

売上高は53億９千５百万円、営業利益は３億９千６百万円となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、61億１千６百万円と前連結会計年度末に比べ39億

６千４百万円（39.3％減）の減少となりました。 

  

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、26億３千６百万円の支出（前連結会計年度比74.8％支出増）

となりました。その主な要因は、売上債権の増加額24億４千７百万円、たな卸資産の増加額３億４千２

百万円及び製品不具合対策損失の支払額９億３千５百万円であります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、12億１千１百万円の支出（前連結会計年度比20.3％支出減）

となりました。その主な要因は、有形固定資産の取得による支出10億６千８百万円であります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、１億３千４百万円の支出（前連結会計年度比20.9％支出増）

となりました。その主な要因は、配当金の支払額１億１千１百万円であります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

当企業集団における生産・販売品目の多くは受注生産形態をとらず、需要予測を考慮した見込生産によ

っております。従って、受注状況は表示しておりません。 

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 
(注)１ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 金額は、販売価格によっております。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 
(注)１ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

  

 
３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前連結会計年度比(％)

情報・環境関連事業 54,569 122.1

精密機器関連事業 24,221 108.6

合計 78,790 117.6

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前連結会計年度比(％)

情報・環境関連事業 53,586 119.9

精密機器関連事業 24,618 113.3

その他事業 28 106.5

合計 78,233 117.8

相手先 前連結会計年度 当連結会計年度

㈱リコー
販売高(百万円) 割合(％） 販売高(百万円) 割合(％）

39,433 59.4 48,123 61.5



３ 【対処すべき課題】 

１）複写・情報機器、計量・計測、精密機器・部品の３事業を「主軸事業」とし、これらに経営資源を

集中いたします。各事業が戦略を明確にし展開することにより、高収益の確保と資本効率の向上を

図ってまいります。 

２）「顧客起点」で、徹底した顧客品質を作り込み、お客様の満足度を限りなく高めてまいります。 

３）企業としての社会的責任を全うするために、コンプライアンス(遵法)経営の実践と重要クライシス

の発生防止に努めます。また、ＩＳＭＳ＆ＣＰ(情報セキュリティと個人情報保護)の運用と継続的

な改善を実施してまいります。また、環境保全活動の推進により、ＣＯ2、エネルギー等の環境負

荷削減を図ってまいります。 

４）社員満足度を高めるために、事業評価を処遇に反映させるＳＭＯ(戦略的目標管理制度)を導入し、

成果に対する公正な評価と処遇を実現してまいります。 

５）精密加工技術や低コスト組立・製造力といったコア技術をスパイラルアップさせ、新たな成長のた

めに、強力な新製品に結びつく技術開発に特化してまいります。 

６）価格競争力を高めるために、ものづくりから販売に至るプロセスを徹底的に改革し、設計段階から

のトータルコストダウンを図ってまいります。 

  

４ 【事業等のリスク】 

当企業集団の経営成績や株価、財政状況等に影響を及ぼす可能性が考えられる項目には以下のようなも

のがあります。しかしながら、全てのリスクが網羅されている訳ではなく、予期せぬリスクの影響を将来

的に受ける可能性もあります。 

なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社が判断したものでありま

す。 

  

１）特定の取引先への依存 

複写機関連機器及び情報関連機器はその多くを親会社である株式会社リコーに納入しています。

従って当企業集団の業績は親会社からの受注に左右されることが大きく、高品質・超低コストの実

現により受注の拡大を図ってゆきますが、受注が著しく減少した場合にはその影響を強く受けるこ

ととなります。 

また、時計関連部品や完成品を限られたＯＥＭ顧客に対して供給していますが、これらの売上は

その供給先企業の経営方針、調達方針等の当社が関与出来ない要因により影響を受けることがあり

ます。 

  

２）為替変動 

当社の主要な製品である複写機関連機器及び情報関連機器はその多くを中国の海外連結子会社で

生産しています。従って当社の業績は為替相場の変動の影響を受けやすく、為替予約によるリスク

ヘッジを行っていますが、相場が著しく変動した場合にはその影響を強く受けることとなります。 

また、今後中国人民元の大幅な切上げがあった場合には当企業集団の業績に悪影響を及ぼす可能

性があります。 

  

３）価格競争 

当社の計量器関連事業のうち水道メータは、その供給先のほとんどが公共事業体であり、受注形

態は入札制度によっております。そのため、入札制度が大きく変更されたり、競争の激化により入

札価格が著しく低下したりしますと当社の業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  



４）品質問題 

当企業集団は厳しい品質管理のもと製品の製造を行っていますが、万が一、欠陥が発生し賠償問

題ともなりかねないクレームが発生した場合には、損害賠償の負担のみならず、信用の低下により

お客様の購買意欲の低減をも招くこととなり、当企業集団の業績に悪影響を及ぼす可能性がありま

す。 

  

５）中国における生産活動 

当社の主要な製品である複写機関連機器及び情報関連機器はその多くを中国の海外連結子会社で

生産しています。従って中国における政治または法環境の変化、経済状況の変化、雇用環境の変化

など、予期せぬ事象により事業の継続に問題が生じる可能性があります。 

  

６）災害等の発生 

地震等の自然災害の発生により、当企業集団の生産拠点等が損害を受ける可能性があります。特

に当社の本社及び国内工場、主要国内子会社が愛知県及び岐阜県内に集中しており、将来その発生

の可能性が予想される東海地震や東南海地震が発生した場合、施設面での損害のほか、操業の中断

や遅延、多額の復旧費用などにより、当企業集団の業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

当社は、当社の子会社であるリコーエレメックスエーティー株式会社に当社の時計事業を譲渡すること

とし、平成19年３月20日に契約を締結し、平成19年３月31日に実施いたしました。 

  

６ 【研究開発活動】 

当企業集団における研究開発活動は、以下に記載のとおりであります。 

当企業集団の事業分野は多岐にわたっており、複写機関連、情報機器関連、腕時計、計量器等、多品種

にわたる生産品について研究開発を行っております。当連結会計年度末現在の開発要員は275名でありま

す。 

事業の種類別セグメントの研究開発活動の主なものは次のとおりであります。 

《情報・環境関連事業》 

・複写機関連……ペーパーハンドリング技術、画像投影技術、座標位置検出技術を開発しており

ます。 

・情報機器関連…精密位置決め技術、画像入力技術を開発しております。 

当事業に係る研究開発費は、２千４百万円であります。 

  

《精密機器関連事業》 

・計量器関連……流体計量技術、計測設計技術を開発しております。 

・時計関連………高密度レイアウト設計技術、小型充電技術を開発しております。 

当事業に係る研究開発費は、１億６千４百万円であります。 

  

上記の費用は、当期製品製造費用に計上した金額は６千１百万円であり、販売費及び一般管理費に計上

した金額は１億２千７百万円であります。 

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

１）財政状態 

①資産 

当連結会計年度末の流動資産は316億３千４百万円と前連結会計年度末に比べ19億３千４百万円

（5.8％減）の減少となりました。主な要因は現金及び預金、預け金の減少であります。 

当連結会計年度末の固定資産は155億１千４百万円と前連結会計年度末に比べ19億１千６百万円

（14.1％増）の増加となりました。主な要因は、海外生産子会社の固定資産の増加、長期繰延税金資産

の増加であります。 

これらにより、当連結会計年度末の資産合計は471億４千９百万円と前連結会計年度末に比べ１千８

百万円（0.04％減）の減少となりました。 

また、キャッシュ・フローの状況は、「１.業績等の概要 (2)キャッシュ・フローの状況」に記載し

ましたように、当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、61億１千６百万円と前連結会計年度

末に比べ39億６千４百万円（39.3％減）の減少となりました。 

  

②負債 

当連結会計年度末の負債合計は243億２千２百万円と前連結会計年度末に比べ５億５千８百万円

（2.3％減）の減少となりました。主な要因は未払金の減少であります。 

  

③純資産 

当連結会計年度末の純資産合計は228億２千６百万円と前連結会計年度末に比べ６億１千６百万円

（2.8％増）の増加となりました。主な要因は当期純利益の計上によるものであります。 

  

２）経営成績 

①概要 

当連結会計年度の経営成績につきましては、「１.業績等の概要 (1)業績」に記載しましたように、

情報・環境関連事業におきましては売上高が535億８千６百万円と前連結会計年度比88億９千６百万円

（19.9％増）の増収となり、営業利益も48億７千３百万円と前連結会計年度比12億４千９百万円

（34.5％増）の増益となりました。 

一方、精密機器関連事業におきましては売上高が246億１千８百万円と前連結会計年度比28億９千６

百万円（13.3％増）の増収となり、営業損益につきましては19億５千９百万円の営業損失と前連結連結

会計年度比１億９千７百万円（前連結会計年度は21億５千６百万円の営業損失）の損失減少となりまし

た。 

  

②売上高及び営業利益 

売上高につきましては、「１．業績等の概要 (1)業績」と「２．生産、受注及び販売の状況」に記

載しましたように、売上高は782億３千３百万円と前連結会計年度比117億９千４百万円(17.8％増)の増

収となりました。 

売上原価は673億７千万円と前連結会計年度比113億２千７百万円（20.2％増）の増加となり、販売費

及び一般管理費は91億６千８百万円と前連結会計年度比10億２千５百万円（10.1％減）の減少となり、

営業利益につきましては16億９千４百万円と前連結会計年度比14億９千２百万円（739.1％増）の増益

となりました。この主な要因は、売上高の増収・構造改革等にともなう経費の減少によるものです。 

  



③営業外損益及び経常利益 

営業外損益は、３億５千６百万円の利益（純額）と前連結会計年度比１億５千９百万円（30.9％減)

の減少となりました。この主な要因は、為替差益の減少によるものです。 

これらの結果、経常利益は20億５千万円と前連結会計年度比13億３千３百万円（185.8％増）の増益

となりました。 

  

④特別損益及び当期純損益 

特別損益は、９億６千１百万円の損失（純額）と前連結会計年度比５千６百万円（前連結会計年度は

10億１千８百万円（純額）の損失）損失が減少しております。主な要因は計量器関連での製品不具合対

策損失の損失額が減少したこと、前連結会計年度に子会社株式売却益が発生していたことによるもので

す。 

これらの結果、当期純利益は６億２千万円と前連結会計年度比10億２千９百万円（前連結会計年度は

４億９百万円の損失）の増益となりました。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度の設備投資額は総額17億５千７百万円(無形固定資産、リース資産を含む。)であり、海

外生産拠点の金型等の設備投資、ＣＮＣ自動施盤等の精密機器量産化設備投資、国内生産拠点の土壌・地

下水汚染対策などの自然環境保全投資及び設備維持投資であります。これらの設備資金は、すべて自己資

金より充当しております。 
  

２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

（平成19年３月31日現在） 

 
  

(2) 国内子会社 

（平成19年３月31日現在） 

 
  

(3) 在外子会社 

（平成19年３月31日現在） 

 
(注)１ 帳簿価額には、建設仮勘定の金額は含まれておりません。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 上記の従業員数において（外数）は、平均臨時雇用者数であります。 

４ 上記の他、主要な賃借設備は次のとおりであります。 

① 提出会社 

 
  
② 国内子会社 

事業所名 
(所在地)

事業の種類別
セグメントの

名称
設備の内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数 
(名)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

恵那事業所 
(岐阜県恵那市)

情報・環境
関連事業

複写・情報機器
関連等生産設備

1,230 265
282

(535)
279 2,058

351
(331)

岡崎事業所 
(愛知県岡崎市)

精密機器 
関連事業

計量器等生産
設備

826 1,044
2,756
(43)

339 4,967
290

(150)

本社他
(名古屋市千種区他)

情報・環境
関連事業、
精密機器 
関連事業、 
全社共通

その他設備 358 0
1,426

(3)
22 1,808

446
(70)

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の 
内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数 
(名)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

リコーエレメ
ックスエーテ
ィー㈱

岡崎事業所
他
(愛知県
岡崎市他)

精密機器

関連事業
精密機器
生産設備等

22 15
－

(－)
20 58

112
(11)

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の 
内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数 
(名)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

RICOH ELEMEX 
(SHENZHEN) 
 CO.,LTD.

本社事業所 
(中国広東省
深圳市)

情報・環境
関連事業・ 
精密機器 
関連事業

工場設備、 
生産設備等

413 130
－

(－)
523 1,067

1,082
(627)

事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの名称

設備の
内容

リース期間
年間

リース料 
(百万円)

リース契約 
残高 

(百万円)

技術センター 
(名古屋市千種区)

情報・環境関連事業
精密機器関連事業

建物 15年 130 841

恵那、岡崎事業所
(岐阜県恵那市他)

情報・環境関連事業
精密機器関連事業

製造設備他 (注) 287 1,497



 
(注) リース期間については、物件毎に異なるため表示を省略しております。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

当連結会計年度後１年間の設備投資計画は1,700百万円であります。 

 なお、事業の種類別セグメント毎の内訳は次のとおりであります。 

 
（注）１ 設備投資額は、自己資金により充当する予定であります。 

２ 上記の金額には、リース資産を含んでおります。 

３ 経常的な設備更新の為の除却を除き、重要な設備の除却の計画はありません。 

４ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種類別
セグメントの

名称

設備の
内容

リース期間
年間

リース料
(百万円)

リース契約 
残高 

(百万円)
リコーエレメ
ックスエーテ
ィー㈱

恵那事業所 
(岐阜県恵那市)

精密機器
関連事業

精密機器
製造設備
他

(注) 24 143

事業の種類別セグメントの名称
平成19年度計画金額

（百万円）
設備等の主な内容・目的

情報・環境関連事業 300 複写機関連・情報機器関連の金型等

精密機器関連事業 1,400
計量器関連及び部品・産業用設備関連
の機械装置、金型等

合計 1,700



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

 
  

② 【発行済株式】 

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当する事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当する事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 
(注) 上記の増加は、転換社債の株式転換によるものであります。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 50,000,000

計 50,000,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年3月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年6月28日)

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名

内容

普通株式 24,744,017 同左

名古屋証券取引所 
(市場第二部) 
 
東京証券取引所 
(市場第二部) 
 

株主としての権利内
容に制限のない、標
準となる株式

計 24,744,017 同左 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成11年４月１日～ 
平成12年３月31日 
(注)

372,724 24,744,017 205 3,456 204 5,291



(5) 【所有者別状況】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) 自己株式2,249,030株のうち2,249単元は「個人その他」の欄に、30株は「単元未満株式の状況」欄に含まれて

おります。なお、自己株式2,249,030株は実質的な所有であります。 

  

(6) 【大株主の状況】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) 上記のほか、自己株式数が2,249千株あります。 

  

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)
単元未満
株式の状況

(株)
政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数(人) ― 19 16 110 23 1 1,507 1,676 ―

所有株式数 
(単元)

― 3,232 51 13,266 1,487 1 6,372 24,409 335,017

所有株式数 
の割合(％)

― 13.24 0.21 54.35 6.09 0.00 26.11 100.00 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に
対する所有株式数

の割合(％)

株式会社リコー 東京都大田区中馬込一丁目３番６号 12,545 50.70

日本マスタートラスト信託銀行株式
会社（信託口）

東京都港区浜松町一丁目11番３号 707 2.86

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 662 2.68

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 589 2.38

リコーエレメックス取引先持株会 名古屋市千種区内山二丁目14番29号 535 2.17

リコーエレメックス従業員持株会 名古屋市千種区内山二丁目14番29号 420 1.70

ルクセンブルグ オフショア ジャ
スディック レンディング アカウ
ント
（常任代理人 株式会社みずほコー
ポレート銀行兜町証券決済業務室）

WOOLGATE HOUSE COLEMAN STREET
LONDON EC2D 2HD ENGLAND
(東京都中央区日本橋兜町６番７号)

400 1.62

バンク オブ ニューヨーク ジーシ
ーエム クライアント アカウン
ツ イー アイスエスジー
(常任代理人 株式会社三菱東京ＵＦ
Ｊ銀行決済事業部）

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET 
STREET LONDON EC4A 2BB,UNITED KINGDOM
(東京都千代田区丸の内二丁目７番１号)

296 1.20

株式会社愛知銀行 名古屋市中区栄三丁目14番12号 279 1.13

明治安田生命保険相互会社
（常任代理人 資産管理サービス信
託銀行株式会社）

東京都千代田区丸の内二丁目１番１号
（東京都中央区晴海１丁目８番12号）

259 1.05

計 ― 16,695 67.47



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 
平成19年３月31日現在 

 
(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式 30株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 
平成19年３月31日現在 

 
  

(8) 【ストックオプション制度の内容】 

該当する事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式） 
普通株式   2,249,000

―
株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式  22,160,000 22,160 同  上

単元未満株式 普通株式     335,017 ― 同  上

発行済株式総数 24,744,017 ― ―

総株主の議決権 ― 22,160 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式)
リコーエレメックス
株式会社

名古屋市千種区 
内山二丁目14番29号

2,249,000 ― 2,249,000 9.09

計 ― 2,249,000 ― 2,249,000 9.09



２ 【自己株式の取得等の状況】 
  

   
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

旧商法第221条第６項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による普通株式の取得及び会社法第155
条第７号に該当する普通株式の取得 

 
（注） 当期間における取得自己株式には、平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めておりません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

 
（注） 当期間における保有自己株式数には、平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

り及び買増しによる株式数は含めておりません。 

  

【株式の種類等】 旧商法第221条第６項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による普通株式
の取得及び会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

区分 株式数(株) 価額の総額(百万円)

当事業年度における取得自己株式 23,775 24

当期間における取得自己株式 1,211 1

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(百万円)
株式数(株)

処分価額の総額 
(百万円)

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他(単元未満株式の買増請求) 2,029 1 800 0

保有自己株式数 2,249,030 ― 2,249,441 ―



３ 【配当政策】 

当社は、環境の変化に対応できる経営基盤の強化と新たな事業展開を図っていくために、内部留保の充

実を図る一方、業績に見合った成果配分として、株主の皆様にご理解いただける利益還元を実施していく

ことを基本方針としております。 

年間の配当額につきましては、一株につき５円の配当を実施させていただきます。なお、より一層の経

営改革に取組み、長期的な安定配当の維持を目指してまいります。また、当社は中間配当を行うことがで

きる旨を定めております。これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当

については取締役会であります。 

  

（注） 基準日が当該事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。 

 
  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 
(注) 株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

(2) 【最近６箇月間の月別最高・最低株価】 

 
(注) 株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

決議年月日
配当金の総額
(百万円）

一株当たり配当額
（円）

平成19年6月28日 
定時株主総会決議

112 5

回次 第102期 第103期 第104期 第105期 第106期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

最高(円) 542 472 771 1,450 1,250

最低(円) 265 290 430 700 650

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月

最高(円) 1,001 845 893 906 895 890

最低(円) 845 650 726 801 810 840



５ 【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

代表取締役
社長 兼 
ＣＥＯ

 橋 本   誠 昭和20年８月26日

昭和47年11月 ㈱リコー入社

(注)2 10

平成２年10月 同社画像事業本部ＲＰ第二事業部

長

平成６年６月 同社取締役

平成10年４月 同社画像システム事業担当兼画像

システム事業本部長

平成10年６月 同社常務取締役

平成12年６月 同社上席執行役員

平成16年10月 同社ＣＳ・品質担当兼経営品質管

理本部長

平成17年６月 同社グループ執行役員(現在）

平成17年６月 当社代表取締役会長

平成18年１月 当社代表取締役 社長 兼 ＣＥＯ

（現在）

取締役
情報機器事

業本部長
北 沢 昭 夫 昭和20年２月14日

昭和38年４月 ㈱リコー入社

(注)2 4

平成５年４月 同社画像生産事業本部画像生産事

業部長

平成７年１月 当社理事、ＯＡ事業部長兼開発本

部長

平成７年６月 当社取締役

平成９年６月 当社常務取締役

平成12年10月 当社生産担当、情報機器事業本部

長(現在)

平成13年６月 当社取締役兼専務執行役員(現在)

取締役

経営管理本

部長兼経営

企画室長

弦 間 憲 一 昭和22年４月23日

昭和46年４月 ㈱リコー入社

(注)2 3

平成６年６月 大阪リコー㈱取締役 経営管理本

部長

平成９年12月 東京リコー㈱取締役 経営管理本

部長

平成13年６月 当社執行役員 経理本部長

平成14年10月 当社経営管理本部長(現在)

平成18年６月 当社取締役兼常務執行役員 経営

企画室長(現在)

取締役
計 量・計 測

事業本部長
山 内 雅 夫 昭和23年11月20日

昭和47年８月 リコー教育機器㈱入社

(注)2 3

平成８年８月 当社教育システム事業部 事業企

画室 担当次長

平成９年１月 当社総務人事本部 総務グループ

リーダー

平成11年７月 当社経営企画室 ＣＳ推進グルー

プリーダー

平成12年10月 当社総務人事本部長

平成13年６月 当社執行役員

平成18年６月 当社取締役兼常務執行役員 計

量・計測事業本部長(現在)

取締役 
（非常勤）

 中 村   高 昭和21年９月２日

昭和47年４月 ㈱リコー入社

(注)2 8

平成２年４月 RICOH U.K. PRODUCTS LTD.取締役

社長

平成７年１月 RICOH EUROPE B.V.取締役社長

平成10年６月 ㈱リコー取締役

平成12年６月 同社執行役員、経営企画室長

平成14年４月 当社顧問

平成14年６月 当社代表取締役社長

平成17年６月 同社取締役(現在）

平成18年１月 同社専務執行役員(現在）

平成18年１月 当社取締役（非常勤）(現在)



 
(注)１ 監査役 瀬川大介及び長田泰賢は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

２ 取締役の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から、平成21年３月期に係る定時株主総会終

結の時までであります。 

３ 監査役の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から、平成23年３月期に係る定時株主総会終

結の時までであります。 

４ 当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査

役１名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。 

 
５ 当社では、取締役会の一層の活性化を促し、取締役会の意思決定・業務執行の監督機能と各事業の業務執行

機能とを分離し、経営効率の向上を図るために平成13年６月28日より執行役員制度を導入しております。平

成19年6月28日現在の執行役員は10名で、構成は下記のとおりであります。 

 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

監査役

（常勤）
緒 方 大三郎 昭和21年１月30日

昭和44年３月 当社入社

(注)3 2

平成７年４月 当社特機事業部 第一営業部長

平成９年１月 当社特機事業部 副事業部長

平成11年４月 当社理事

平成15年４月 当社計量・計測生産事業部 副事

業部長

平成16年４月 当社計量・計測生産事業部長

平成17年４月 当社監査室長

平成17年６月 当社監査役（現在）

監査役 瀬 川 大 介 昭和29年７月21日

昭和55年３月 ㈱リコー入社

(注)3 ―

平成８年４月 同社経理本部 経理部 経理課長

平成10年12月 同社経理本部 財務部長

平成12年10月 同社総合経営企画室 経営戦略部

長

平成15年６月 当社監査役(現在)

平成17年６月 ㈱リコー執行役員(現在)

平成18年４月 同社経理本部長(現在)

監査役 長 田 泰 賢 昭和28年12月25日

昭和51年４月 ㈱リコー入社

(注)3 ―

平成６年６月 同社国際本部 国際戦略室 事業管

理部 事業計画グループリーダー

平成15年４月 同社海外本部 事業企画室 担当部

長

平成16年11月 同社経理本部 財務部長(現在)

平成17年６月 当社監査役(現在)

計 30
 

氏名 生年月日 略歴
所有株式数 

(千株)

山 中 行 彦  昭和35年１月26日

昭和57年３月 ㈱リコー入社

―
平成９年３月 同社経理本部 財務部 資金課 担当課長

平成15年４月 同社総合経営企画室 ＩＲ部長(現在)

平成18年10月 同社経理本部 経理部長(現在)

役名 氏名 担当名

専務執行役員 北 沢 昭 夫 情報機器事業本部長

常務執行役員 弦 間 憲 一 経営管理本部長、経営企画室長

常務執行役員 山 内 雅 夫 計量・計測事業本部長

常務執行役員 林   勝 廣 特機担当、東京事務所長

執行役員 吉 田 純 一 技術センター所長

執行役員 成 瀬 安 彦 計量・計測事業事業本部副本部長

執行役員 高 橋 七 一 品質保証本部長

執行役員 鈴 木 将 嗣 FM事業本部長

執行役員 細 井 正 敏 情報機器事業本部副本部長

執行役員 濱 浦 和 男 RICOH ELEMEX (SHENZHEN) CO.,LTD.総経理



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社では、企業競争力強化と経営判断の迅速化を図ると同時に、株主をはじめとする全てのステークホ

ルダーを重視し、経営の透明性を高める観点からは経営の監視機能の充実を図ることを重要課題としてい

ます。執行役員制を執り、執行役員への権限委譲により、取締役会による経営判断の迅速化を図ってまい

りました。又、平成15年４月１日からＣＳＲ（Corporate Social Responsibility）本部(現 内部統制推

進室)により、全社的に法令違反行為の防止強化を図っています。一方、監査役の取締役会及び執行役員

会への参画により、経営に対する監視機能の強化にも努めてまいりました。 

  

１）執行役員制の導入 

取締役会は経営課題の審議及び決定を行い、執行役員は業務執行を行い、その機能、責任を分離して

います。 

２）ＣＳＲ推進部門の活動 

１．「企業市民として責任ある行動」をより徹底するためコンプライアンス体制の強化を図っていま

す。 

２．ＩＳＭＳ（情報セキュリティ管理システム）の運用・管理を行っています。 

３）監査役の監査機能の強化と連携 

定例の重要な会議に監査役が出席し、監査体制の強化を図りつつ経営と執行への助言等の意見表明を

行っています。 

  

(2) 会社の機関及び内部統制システムの整備の状況 

取締役は５名、執行役員は10名で構成し、夫々、取締役会及び執行役員会（略称ＣＯＭ：

Corporate Officers Meeting）を月一回定例で開催し、経営と執行の分離を図っております。 

ＣＳＲ推進部門は、専任組織として企業社会責任と企業市民としての責任ある行動を実践するための教

育・啓蒙活動を実施しており、その主な内容は以下のとおりであります。 

１．ＣＳＲ監査運用標準作成実施 

２．ＣＳＲ憲章・行動規範に関する教育と啓蒙 

３．ほっとラインの設置と運用 

４．ＩＳＭＳの構築と認証取得 

  

(3) リスク管理体制の整備の状況 

当社のリスク管理に対しては、「リスクの洗出し、評価、絞込み」から「未然防止策を策定、実施」

し、「実施状況の評価」を行い、「リスクの見直し」を行うという一連のサイクルを基本として各種標準

を定めています。リスクマネジメントを総括的に主管する部署と個別のリスクに対応して未然防止を行う

部署により管理体制の整備を図っています。尚、万一クライシス（損失）が発生した場合においても、ク

ライシスを「自然災害・事故のクライシス」と「ビジネスプロセス上のクライシス」とに別け、それぞれ

に初期対応に関する標準を整備し、損失の拡大を極小化する体制を整えてきております。これらのリスク

管理が社内で徹底されるよう、社員に対する標準の周知や個々のリスクに対応した社内セミナーの開催、

マニュアルの配布等による啓発活動を行っています。 

  



〈コーポレート・ガバナンスに対する体制〉 
  

 

  

(4) 役員報酬の内容 

当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する報酬は以下のとおりであります。 

 
(注)１ 社外取締役及び社外監査役に支給した報酬はありません。 

２ 支給人数は延べ人数であり、期末日現在の人数とは相違しております。 
３ 報酬限度額 

 
  

(5) 監査報酬の内容 

当事業年度における監査法人に対する監査報酬は以下のとおりであります。 

 
  

(6) 内部監査及び監査役監査の組織 

当社は監査役制度を採用しており、監査役は３名でうち２名は社外監査役であります。監査機能強化と

連携につきましては監査室を設けて内部監査を定期的に行なうと共に、月一回行われる定例の取締役会及

び執行役員会に監査役が出席し、監査体制の強化を図りつつ経営と執行への助言を行っています。 

  

(7) 社外監査役及び社外取締役と当社の関係 

当社の社外監査役 瀬川大介及び長田泰賢は㈱リコーに在籍しておりますが、同社は当社の親会社であ

区分 人数（名）
報酬等の額
（百万円）

取 締 役 ６ 107

監 査 役 １ 12

計 ７ 119

取締役 月額 20百万円以内 平成10年６月定時株主総会決議

監査役 月額 ４百万円以内 平成10年６月定時株主総会決議

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 34百万円

上記以外の報酬はありません。



るとともに、当社との間で継続的な営業取引を行っております。なお社外取締役は選任しておりませ

ん。 

  

(8) 会計監査業務の審査体制 

当社の会計監査につきましては、会社法及び証券取引法の規定に基づき、連結財務諸表及び財務諸表に

ついて、あずさ監査法人により監査を受けております。 

業務を執行した公認会計士は岡野英生氏、姫野幹弘氏であります。また、監査業務に係る補助者は公認

会計士４名、会計士補等６名、その他２名であります。当社と同監査法人または業務執行社員との間に

は、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はありません。 

  

(9) 取締役の定数 

当社の取締役は10名以内とする旨定款に定めております。 

  

(10) 自己の株式の取得の決定機関 

当社は、会社法第165条第２項の決定に従い、取締役会の決議によって自己の株式を取得することがで

きる旨を定款に定めております。これは、機動的に自己株式の取得を行うことを目的とするものでありま

す。 

  



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。 

   なお、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規

則に基づき、当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸

表規則に基づいて作成している。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成している。 

   なお、前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基

づき、当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づ

いて作成している。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月

31日まで)及び前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)並びに当連結会計年度(平成18年

４月１日から平成19年３月31日まで)及び当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)の連

結財務諸表及び財務諸表について、あずさ監査法人により監査を受けている。 



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

１ 現金及び預金 4,487 3,123

２ 受取手形及び売掛金 ※４ 10,160 12,991

３ たな卸資産 7,237 7,580

４ 繰延税金資産 2,499 705

５ 預け金 5,593 2,992

６ 未収入金 ※２ 1,841 2,995

７ その他 1,776 1,258

貸倒引当金 △26 △ 12

流動資産合計 33,569 71.2 31,634 67.1

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産 ※１

(1) 建物及び構築物 2,962 2,855

(2) 機械装置及び運搬具 1,494 1,457

(3) 土地 4,466 4,466

(4) その他 692 1,043

有形固定資産合計 9,615 20.4 9,823 20.8

２ 無形固定資産 200 0.4 170 0.4

３ 投資その他の資産

(1) 投資有価証券 711 698

(2) 長期前払費用 383 475

(3) 繰延税金資産 2,427 4,111

(4) その他 451 440

貸倒引当金 △191 △ 204

投資その他の資産合計 3,782 8.0 5,520 11.7

固定資産合計 13,598 28.8 15,514 32.9

資産合計 47,167 100.0 47,149 100.0



前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

１ 支払手形及び買掛金 11,463 11,409

２ 未払金 ※３ 7,222 5,998

３ 未払法人税等 148 318

４ 未払消費税等 84 ―

５ 賞与引当金 767 1,006

６ 役員賞与引当金 ― 15

７ その他 656 964

流動負債合計 20,343 43.1 19,712 41.8

Ⅱ 固定負債

１ 退職給付引当金 4,435 4,533

２ 役員退職慰労引当金 52 38

３ その他 49 37

固定負債合計 4,537 9.6 4,609 9.8

負債合計 24,881 52.7 24,322 51.6

(少数株主持分)

少数株主持分 76 0.2 ― ―

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※５ 3,456 7.3 ― ―

Ⅱ 資本剰余金 5,293 11.2 ― ―

Ⅲ 利益剰余金 14,189 30.1 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金 235 0.5 ― ―

Ⅴ 為替換算調整勘定 △62 △0.1 ― ―

Ⅵ 自己株式 ※５ △902 △1.9 ― ―

資本合計 22,209 47.1 ― ―

負債、少数株主持分 
及び資本合計

47,167 100 ― ―

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

１ 資本金 ― ― 3,456 7.3

２ 資本剰余金 ― ― 5,294 11.2

３ 利益剰余金 ― ― 14,696 31.2

４ 自己株式 ― ― △ 926 △ 1.9

株主資本合計 ― ― 22,520 47.8

Ⅱ 評価・換算差額等

１ その他有価証券評価差額金 ― ― 225 0.5

２ 繰延ヘッジ損益 ― ― 22 0.0

３ 為替換算調整勘定 ― ― △ 45 △ 0.1

評価・換算差額等合計 ― ― 202 0.4

Ⅲ 少数株主持分 ― ― 103 0.2

純資産合計 ― ― 22,826 48.4

負債純資産合計 ― ― 47,149 100.0



② 【連結損益計算書】 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 66,438 100.0 78,233 100.0

Ⅱ 売上原価 ※１ 56,042 84.4 67,370 86.1

売上総利益 10,395 15.6 10,862 13.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費

１ 荷造運賃及び販売諸掛 1,640 1,766

２ 広告宣伝費及び販売促進費 110 50

３ 給料手当及び役員報酬 5,259 4,455

４ 賞与引当金繰入額 403 538

５ 役員賞与引当金繰入額 ― 15

６ 退職給付費用 430 433

７ 役員退職慰労引当金繰入額 14 14

８ 通信交通費 607 469

９ 賃借料 608 505

10 減価償却費 162 102

11 貸倒引当金繰入額 ― 3

12 事業所税 12 ―

13 その他 ※１ 944 10,193 15.3 811 9,168 11.7

営業利益 201 0.3 1,694 2.2

Ⅳ 営業外収益

１ 受取利息 57 111

２ 関係会社業務支援料 78 ―

３ 為替差益 322 165

４ 連結調整勘定償却額 66 ―

５ 雑収益 57 582 0.9 100 377 0.4

Ⅴ 営業外費用

１ 支払利息 0 2

２ 売上割引 ― 5

３ 開業費償却 36 ―

４ 雑損失 30 66 0.1 13 21 0.0

経常利益 717 1.1 2,050 2.6

Ⅵ 特別利益

１ 過年度損益修正益 ※３ ― 13

２ 投資有価証券売却益 20 ―

３ 親会社株式売却益 58 ―

４ 子会社株式売却益 836 915 1.4 ― 13 0.0

Ⅶ 特別損失 ※４

１ 固定資産除却損 56 58

２ 製品不具合対策損失 1,680 860

３ 子会社事業整理損失 13 19

４ 海外子会社過年度税金 ― 37

５ 減損損失 ※２ 182 1,933 2.9 ― 975 1.2

税金等調整前当期純利益又は
税金等調整前当期純損失（△）

△300 △0.4 1,088 1.4

法人税、住民税及び事業税 127 342

法人税等調整額 △23 104 0.2 101 443 0.6

少数株主利益 3 0.0 24 0.0

当期純利益又は当期純損失（△） △409 △0.6 620 0.8



③ 【連結剰余金計算書】 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)

（資本剰余金の部）

Ⅰ 資本剰余金期首残高 5,292

Ⅱ 資本剰余金増加高

   自己株式処分差益 0 0

Ⅲ 資本剰余金期末残高 5,293

（利益剰余金の部）

Ⅰ 利益剰余金期首残高 14,728

Ⅱ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 112

 ２ 取締役賞与 17

 ３ 当期純損失 409 539

Ⅲ 利益剰余金期末残高 14,189



④ 【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
（注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年3月31日残高 
(百万円)

3,456 5,293 14,189 △ 902 22,035

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当（注） △ 112 △ 112

当期純利益 620 620

自己株式の取得 △ 24 △ 24

自己株式の処分 0 0 1

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

― 0 507 △ 23 484

平成19年３月31日残高 
(百万円)

3,456 5,294 14,696 △ 926 22,520

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高 
(百万円)

235 ― △ 62 173 76 22,286

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当(注) △ 112

当期純利益 620

自己株式の取得 △ 24

自己株式の処分 1

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

△ 10 22 16 28 26 55

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

△ 10 22 16 28 26 540

平成19年３月31日残高 
(百万円)

225 22 △ 45 202 103 22,826



⑤ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記

番号
金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
 １ 税金等調整前当期純利益又は税金等調整前 
   当期純損失（△）

△300 1,088

 ２ 減価償却費 1,086 1,004
 ３ 連結調整勘定償却額 △66 ―
 ４ 貸倒引当金の増減額（△は減少） △11 0
 ５ 退職給付引当金の増減額（△は減少） △151 83
 ６ 賞与引当金の増減額（△は減少） △184 239
 ７ 役員賞与引当金の増加額 ― 15
 ８ 受取利息及び受取配当金 △57 △ 111
 ９ 支払利息 0 2
 10 開業費償却 36 ―
 11 投資有価証券売却益 △20 ―
 12 親会社株式売却益 △58 ―
 13 子会社株式売却益 △836 ―
 14 減損損失 182 ―
 15 製品不具合対策損失 1,680 860
 16 海外子会社過年度税金 ― 37
 17 売上債権の増減額（△は増加） 672 △ 2,447
 18 たな卸資産の増加額 △721 △ 342
 19 その他流動資産の増加額 △532 △ 954
 20 仕入債務の減少額 △1,742 △ 264
 21 その他流動負債の増減額（△は減少） 973 △ 805
 22 役員賞与の支払額 △17 ―
    小計 △69 △ 1,594
 23 利息及び配当金の受取額 57 111
 24 利息の支払額 △0 △ 2
 25 海外過年度税金の支払額 △17 △ 37
 26 訴訟に伴う罰金等の支払額 △28 ―
 27 製品不具合対策損失の支払額 △1,182 △ 935
 28 法人税等の支払額 △266 △ 179
   営業活動によるキャッシュ・フロー △1,508 △ 2,636
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
 １ 有形固定資産の取得による支出 △1,275 △ 1,068
 ２ 有形固定資産の売却による収入 130 0
 ３ 無形固定資産の取得による支出 △37 △ 51
 ４ 投資有価証券の取得による支出 △3 △ 3
 ５ 投資有価証券の売却による収入 33 ―
 ６ 親会社株式の売却による収入 115 ―
 ７ 連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却 
   による支出

※２ △319 ―

 ８ 貸付金の回収による収入 6 3
 ９ 投資その他の資産の増減による収入 
   及び支出

△169 △ 91

   投資活動によるキャッシュ・フロー △1,519 △ 1,211
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
 １ 配当金の支払額 △112 △ 111
 ２ 少数株主への配当金の支払額 △7 ―
 ３ 少数株主からの払込みによる収入 36 ―
 ４ 自己株式の取得による支出 △29 △ 24
 ５ 自己株式の売却による収入 1 1
   財務活動によるキャッシュ・フロー △111 △ 134

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 42 18

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額 △3,097 △ 3,964

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 13,178 10,081

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 10,081 6,116



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項 子会社(６社)はすべて連結している。
子会社名
（国内）
・リコーエレメックスエーティー㈱
・レックスゼネラルサービス㈱

（海外）
・RICOH ELEMEX (HK) LTD.
・RICOH ELEME OFFICE MACHINE (HK) LTD.
・RICOH ELEMEX (SHENZHEN) CO.,LTD.
・DONGGUAN RICOH ELEME OFFICE 

MACHINE CO.,LTD.

なお、前連結会計年度に連結子会社であ
ったリコー教育システム㈱は平成17年10
月３日付で全株式を譲渡しており、連結
の範囲から除いている。

子会社(６社)はすべて連結している。
子会社名
（国内）
・リコーエレメックスエーティー㈱
・レックスゼネラルサービス㈱

（海外）
・RICOH ELEMEX (HK) LTD.
・RICOH ELEME OFFICE MACHINE (HK) LTD.
・RICOH ELEMEX (SHENZHEN) CO.,LTD.
・DONGGUAN RICOH ELEME OFFICE  

MACHINE CO.,LTD.

２ 持分法の適用に関する事

項

該当する会社はない。 同左

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社のうち、海外子会社４社の決

算日は12月31日である。連結財務諸表の

作成にあたっては、海外子会社について

は同日現在の財務諸表を使用し、連結決

算日との間に生じた重要な取引について

は連結上必要な調整を行っている。

同左

４ 会計処理基準に関する事

項

(1)重要な資産の評価基準

及び評価方法

①有価証券 その他有価証券

時価のあるもの

連結決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの

連結決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）

時価のないもの

同左

②デリバティブ等 デリバティブ
時価法

デリバティブ

同左

③たな卸資産 海外子会社が低価法によるほか、主とし

て総平均法による原価法

同左 

 

(2)重要な減価償却資産の
減価償却の方法
①有形固定資産

 
 
海外子会社が定額法によるほか、主とし
て定率法により償却している。 
なお、平成10年４月１日以降取得した建
物(建物附属設備を除く)については定額
法によっている。 
なお、耐用年数及び残存価額については
法人税法に規定する方法と同一の基準に
よっている。 
また、当社の一部の機械装置について
は、合理的な見積による耐用年数を採用
している。

同左

②無形固定資産 定額法を採用している。
なお、耐用年数については法人税法に規
定する方法と同一の基準によっている。
ただし、ソフトウェアの減価償却方法
は、自社利用ソフトウェアについては社
内における利用可能期間(５年)に基づく
定額法を、販売目的ソフトウェアについ
ては見込販売数量に基づく償却額と、残
存見込販売有効期間（３年）に基づく均
等償却とのいずれか大きい金額を計上し
ている。

同左



項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

③長期前払費用 均等償却を採用している。
なお、償却期間については法人税法に規
定する方法と同一の基準によっている。

同左

(3)重要な繰延資産の処理
方法
①開業費 中華人民共和国所在の連結子会社の開業

費は、同国会計基準に従い、開業時に一
括償却を行っている。

――――

(4)重要な引当金の計上基
準
①貸倒引当金

 
 
当社及び国内連結子会社は、債権の貸倒
れによる損失に備えるため、一般債権に
ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債
権等特定の債権については個々の回収可
能性を検討し、回収不能見込額を計上し
ている。また、海外子会社は主として特
定の債権について回収不能見込額を計上
している。

同左

②賞与引当金 従業員の賞与に充てるため、当連結会計
年度に負担すべき支給見込額を計上して
いる。

同左

③役員賞与引当金 ―――― 役員の賞与に充てるため、当連結会計年
度に負担すべき支給見込額を計上してい
る。

④退職給付引当金 従業員の退職給付の支払いに充てるた

め、当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき、当

連結会計年度末において発生していると

認められる額を計上している。一部の子

会社は退職給付債務の算定にあたり簡便

法を採用している。 

なお、会計基準変更時差異(4,173百万

円)については、15年による按分額を費

用処理している。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数(１

年)による按分額を費用処理している。 

数理計算上の差異は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

(12年)による定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌連結会計年度から費用

処理している。

従業員の退職給付の支払いに充てるた

め、当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき、当

連結会計年度末において発生していると

認められる額を計上している。一部の子

会社は退職給付債務の算定にあたり簡便

法を採用している。 

なお、会計基準変更時差異(4,173百万

円)については、15年による按分額を費

用処理している。 

数理計算上の差異は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

(12年)による定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌連結会計年度から費用

処理している。

⑤役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えて内規に

基づく期末要支給額を計上している。

同左

(5)重要な外貨建ての資産

又は負債の本邦通貨へ

の換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理している。なお、在

外子会社等の資産及び負債、収益及び費

用は決算日の直物為替相場により円貨に

換算し換算差額は少数株主持分及び資本

の部における為替換算調整勘定に含めて

いる。

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理している。なお、在

外子会社等の資産及び負債、収益及び費

用は決算日の直物為替相場により円貨に

換算し換算差額は純資産の部における為

替換算調整勘定及び少数株主持分に含め

ている。

(6)重要なリース取引の処

理方法

当社及び国内連結子会社は、リース物件

の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっており、海外子

会社については主として通常の売買取引

に準じた会計処理によっている。

同左



項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(7)重要なヘッジ会計の方

法

①ヘッジ会計の方法
原則として繰延ヘッジ処理によってい
る。
なお、振当処理の要件を満たしている
為替予約については、振当処理を行っ
ている。

①ヘッジ会計の方法
同左

②ヘッジ手段とヘッジ対象
（ヘッジ手段）
為替予約
通貨スワップ
通貨オプション（ゼロコストオプシ
ョン）
（ヘッジ対象）

外貨建金銭債務及び外貨建輸入予定
取引  

②ヘッジ手段とヘッジ対象
（ヘッジ手段）

同左

 
（ヘッジ対象）

同左

③ヘッジ方針
外貨建金銭債務及び外貨建輸入予定取
引の為替変動リスクを回避する目的で
為替予約、通貨スワップ及び通貨オプ
ション（ゼロコストオプション）を利
用することとし、ヘッジ手段である為
替予約、通貨スワップ及び通貨オプシ
ョン（ゼロコストオプション）は、ヘ
ッジ対象である外貨建金銭債務及び外
貨建輸入取引の範囲内で行うこととし
ている。

③ヘッジ方針

同左

④ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ手段がヘッジ対象である予定取
引の重要な条件と同一であり、ヘッジ
開始時及びその後も継続して相場変動
を完全に相殺するものであると想定で
きるため、ヘッジの有効性の判定を省
略している。

④ヘッジ有効性評価の方法
同左

(8)その他連結財務諸表作
成のための重要な事項
①消費税等の会計処理 消費税等の会計処理は、税抜方式によっ

ている。
同左

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、全面時価評価方法によっている。

同左

６ 連結調整勘定の償却に

関する事項

連結調整勘定は１年間で均等償却して

いる。

――――

７ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項

連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について連結会計年度中に確定し

た利益処分に基づいて作成している。

――――

８ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金(現金及び現金同等物)は、手許

現金、随時引出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっている。

同左



会計処理の変更 

 
  

表示方法の変更 

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））

及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計

基準適用指針第６号）を適用している。 

これにより税金等調整前当期純損失が182百万円増加し

ている。 

セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載して

いる。 

なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則に基づき当該各資産の金額から直接控除して

いる。

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年

12月９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計

基準適用指針第８号）を適用している。 

これまでの「資本の部」の合計に相当する金額は

22,701百万円である。 

なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年

度における連結財務諸表は、改正後の連結財務諸表規

則により作成している。

（役員賞与に関する会計基準） 

当連結会計年度から「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計

基準第４号）を適用している。 

この結果、従来の方法に比べて、営業利益、経常利益

及び税金等調整前当期純利益が15百万円減少してい

る。 

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記

載している。

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

―――――

（連結損益計算書）
１ 販売費及び一般管理費の「貸倒引当金繰入額」は

前連結会計年度まで販売費及び一般管理費の「その

他」に含めて表示していたが、当連結会計年度にお

いて多額となったため区分掲記することとした。

なお、前連結会計年度における「貸倒引当金繰入

額」は２百万円である。

２ 前連結会計年度まで区分掲記していた販売費及び

一般管理費の「事業所税」については、当連結会計

年度において金額的重要性が乏しくなったため「そ

の他」に含めている。

なお、当連結会計年度の「その他」に含まれている

「事業所税」は10百万円である。

３ 前連結会計年度まで区分掲記していた営業外収益

の「関係会社業務支援料」については、当連結会計 

年度において金額的重要性が乏しくなったため「雑

収益」に含めている。 

なお、当連結会計年度の「雑収益」に含まれている

「関係会社業務支援料」は24百万円である

４ 「売上割引」は、営業外費用の総額の100分の10を

超えたため、区分掲記することとした。 

なお、前連結会計年度は「雑損失」に４百万円含ま

れている。 



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

 
  

項目
前連結会計年度

(平成18年３月31日)
当連結会計年度 

(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産の取得価

額から控除した減価

償却累計額

建物及び構築物 4,265百万円

機械装置及び運搬具 7,261

その他 4,978

計 16,506

建物及び構築物 4,544百万円

機械装置及び運搬具 6,824

その他 4,995

計 16,364

※２ ファクタリング方式に

より譲渡した売上債

権の未収額

392百万円 7百万円

※３ ファクタリング方式に

より振替えた仕入債

務の未払額

5,333百万円 5,123百万円

※４ 連結会計年度末日満

期手形の処理

 
――――

連結会計年度末日満期手形の会計処理に

ついては、手形交換日をもって決済処理

している。

なお、当連結会計年度末日が金融機関の

休日であったため、次の連結会計年度末

日満期手形が、当連結会計年度末残高に

含まれている。

受取手形 280百万円

※５ 自己株式の保有数

 

連結会社が保有する連結財務諸表提出会

社の株式の数は、以下のとおりである。

普通株式    2,227千株

なお、当社の発行済株式総数は、普通株

式24,744千株である。

――――



(連結損益計算書関係) 

 

項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 研究開発費 当期製品製造費用、販売費及び一般管理
費に含まれる研究開発費は次のとおりで
ある。

当期製品製造費用 65百万円

販売費及び一般管理費 213

計 279

当期製品製造費用、販売費及び一般管理
費に含まれる研究開発費は次のとおりで
ある。

当期製品製造費用 61百万円

販売費及び一般管理費 127

計 189

※２ 減損損失 当連結会計年度において、以下の資産グ
ループについて減損損失を計上してい
る。

――――

(1) 減損損失を認識した資産グループ
の概要
用途 時計関連製造設備

種類
機械装置、工具、 
器具備品

場所
当社恵那事業所
（岐阜県恵那市）

減損金額
(百万円)

182

(2) 減損損失の認識に至った経緯

営業活動から生ずる損益が継続してマイ
ナスである時計事業に属する資産グルー
プについて減損損失を認識している。

(3) 減損損失の金額

種類 金額(百万円)

機械装置 157

工具 19

器具備品 5

合計 182

(4) 資産のグルーピングの方法

当社は、主として管理損益を把握する事
業単位を基準としてグルーピングを行っ
ている。

(5) 回収可能価額の算定方法

資産グループの回収可能価額は使用価値
により測定している。使用価値は、将来
キャッシュ・フローを2.7％で割り引い
て算定している。

※３ 過年度損益修正益 ―――― 過年度に計上した「海外子会社過年度税
金」の戻り益である。

※４ 特別損失の内容

① 固定資産除却損の内容 建物及び構築物 8百万円

機械装置及び運搬具 22

その他（工具器具備品） 26

計 56

建物及び構築物 3百万円

機械装置及び運搬具 36

その他（工具器具備品） 18

計 58

② 製品不具合対策損失 計量器関連事業のプロパン用ガスメータ
の一部について、異常に長時間にわたる
ガス器具の使用を検知しガスを遮断する
機能が使用条件によっては機能しないと
いう不具合が判明し、その対策費用を特
別損失に計上している。

過年度に計上した計量器関連事業のガス
メータセンサー不具合に係る費用が対策
の進捗により当初試算を上回ることとな
り、その追加計上額を特別損失に計上し
ている。

③ 子会社事業整理損失 当連結会計年度において操業を停止した
海外子会社における事業整理に要した費
用を特別損失に計上している。

同左

④ 海外子会社過年度税金 ―――― 当連結会計年度において海外子会社が追
徴を受けた、過年度における税金を特別
損失に計上している。



(連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りである。 

 単元未満株式の買取りによる増加    23千株 

減少数の主な内訳は、次の通りである。 

 単元未満株式の買増請求による減少    2千株 

  
３ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  
 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 24,744 ― ― 24,744

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 2,227 23 2 2,249

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 112 5.00 平成18年３月31日 平成18年６月30日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月28日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 112 5.00 平成19年３月31日 平成19年６月29日

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 4,487 百万円

預け金 5,593

現金及び現金同等物 10,081

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 3,123 百万円

預け金 2,992

現金及び現金同等物 6,116

※２ 株式の売却により連結子会社でなくなった会社の

資産及び負債の主な内訳

リコー教育システム㈱

流動資産 743 百万円

固定資産 216

流動負債 △1,574

固定負債 △221

株式売却益 836

株式の売却価額 0

現金及び現金同等物 △319

差引 売却による支出 △319

――――



(リース取引関係) 

 

  

項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当

額

(イ)取得価額相当額

建物及び構築物 1,551百万円

機械装置及び
運搬具

1,435

工具器具及び
備品

456

その他 53

合計 3,497

① リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当

額

(イ)取得価額相当額

建物及び構築物 1,551百万円

機械装置及び
運搬具

1,677

工具器具及び
備品

501

その他 33

合計 3,764

(ロ)減価償却累計額相当額

建物及び構築物 706百万円

機械装置及び
運搬具

283

工具器具及び
備品

187

その他 39

合計 1,217

(ロ)減価償却累計額相当額

建物及び構築物 810百万円

機械装置及び
運搬具

360

工具器具及び
備品

238

その他 7

合計 1,416

(ハ)期末残高相当額

建物及び構築物 844百万円

機械装置及び
運搬具

1,151

工具器具及び
備品

269

その他 14

合計 2,280

(ハ)期末残高相当額

建物及び構築物 741百万円

機械装置及び
運搬具

1,316

工具器具及び
備品

263

その他 26

合計 2,348

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 347百万円

１年超 2,056

合計 2,403

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 382百万円

１年超 2,100

合計 2,483

③ 支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額

支払リース料 398百万円

減価償却費相当額 348

支払利息相当額 65

③ 支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額

支払リース料 442百万円

減価償却費相当額 385

支払利息相当額 67

④ 減価償却費相当額及び支払利息相当

額の算定方法

減価償却費相当額

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっている。

支払利息相当額

リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額と

し、各期への配分方法については利

息法によっている。

④ 減価償却費相当額及び支払利息相当

額の算定方法

減価償却費相当額

同左

支払利息相当額

同左



(有価証券関係) 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 
（注） 前連結会計年度末において減損処理したものはない。 

  

２ 前連結会計年度中に売却したその他有価証券 (自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
  

３ 時価評価されていない有価証券 

 
  

４ その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額（平成18年3月31日現在） 

該当事項はない。 

  

種類

前連結会計年度
（平成18年3月31日）

取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株式 301 698 396

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

小計 301 698 396

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株式 2 2 △0

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

小計 2 2 △0

合計 304 700 395

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

148 78 ―

区分

前連結会計年度
（平成18年３月31日）

連結貸借対照表計上額(百万円)

（１）その他有価証券

非上場株式 11

計 11



当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 
（注） 当連結会計年度末において減損処理したものはない。 

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 (自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

該当事項はない。 

  

３ 時価評価されていない有価証券 

 
  

４ その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額（平成19年3月31日現在） 

該当事項はない。 

  

種類

当連結会計年度
（平成19年3月31日）

取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株式 202 582 379

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

小計 202 582 379

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株式 105 104 △1

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

小計 105 104 △1

合計 307 686 378

区分

当連結会計年度
（平成19年３月31日）

連結貸借対照表計上額(百万円)

（１）その他有価証券

非上場株式 11

計 11



次へ 

(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

 
  

２ 取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度（平成18年3月31日現在） 

為替予約取引を行っているが、当連結会計年度末において為替予約残高はなく、また、通貨スワ

ップ取引及び通貨オプション取引（ゼロコストオプション取引）を行っているがヘッジ会計を適用

しており注記の対象から除いているので、該当事項はない。 

  

当連結会計年度（平成19年3月31日現在） 

為替予約取引を行っているが、当連結会計年度末において為替予約残高はなく、また、通貨スワ

ップ取引及び通貨オプション取引（ゼロコストオプション取引）を行っているがヘッジ会計を適用

しており注記の対象から除いているので、該当事項はない。 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

①取引の内容及び利用目的等
親会社は通常の営業過程における輸入取引の為替相場
の変動によるリスクを軽減するため、為替予約取引を
行っている。
(1)ヘッジ手段とヘッジ対象
（ヘッジ手段）

為替予約
通貨スワップ
通貨オプション（ゼロコストオプション）

（ヘッジ対象）

外貨建金銭債務及び外貨建輸入予定取引

①取引の内容及び利用目的等
同左

(1)ヘッジ手段とヘッジ対象
（ヘッジ手段）

同左

（ヘッジ対象）

同左

(2)ヘッジ方針
外貨建金銭債務及び外貨建輸入予定取引の為替変動
リスクを回避する目的で為替予約、通貨スワップ及
び通貨オプション（ゼロコストオプション）を利用
することとし、ヘッジ手段である為替予約、通貨ス
ワップ及び通貨オプション（ゼロコストオプショ
ン）は、ヘッジ対象である外貨建金銭債務及び外貨
建輸入取引の範囲内で行うこととしている。

(2)ヘッジ方針
同左

(3)ヘッジの有効性評価の方法
ヘッジ手段がヘッジ対象である予定取引の重要な条
件と同一であり、ヘッジ開始時及びその後も継続し
て相場変動を完全に相殺するものであると想定でき
るため、ヘッジの有効性の判定を省略している。

(3)ヘッジの有効性評価の方法
同左

②取引に対する取組方針 
デリバティブ取引は、将来の為替の変動によるリスク
回避を目的としており、投機的な取引は行わない方針
である。

②取引に対する取組方針
同左

③取引に係るリスクの内容
為替予約取引、通貨スワップ取引及び通貨オプション
取引（ゼロコストオプション取引）は為替相場の変動
によるリスクを有している。なお、取引相手先は高格
付を有する金融機関に限定しているため、信用リスク
はほとんどないと認識している。

③取引に係るリスクの内容
同左

④取引に係るリスク管理体制
デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限
及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い資金担当
者が決裁担当者の承認を得て行っている。

④取引に係るリスク管理体制
同左



(退職給付関係) 

 
  

(ストック・オプション等関係) 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

該当事項はない。 

  

項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 採用している給付制度の

概要

当社の退職給付制度は、勤続期間が１

年以上の従業員が退職する場合、社内

規定に基づき退職時までの職能ポイン

トや勤続ポイントを基礎として算定さ

れた退職金を支払うことになってい

る。 

この退職金の支払に充てるため、必要

資金の内部留保の他に、変動金利型年

金制度（キャッシュバランス・プラ

ン）を採用し、その資金を外部拠出し

ている。

同左

２ 退職給付債務等の内容

(1)退職給付債務及びその

内訳

①退職給付債務 △9,304百万円

②年金資産 2,556

③未認識数理計算
上の差異

△82

④会計基準変更時
差異の未処理額

2,394

⑤退職給付引当金 △4,435

①退職給付債務 △9,298百万円

②年金資産 2,722

③未認識数理計算
上の差異

△85

④会計基準変更時
差異の未処理額

2,128

⑤退職給付引当金 △4,533

(2)退職給付費用の内訳 ①勤務費用 454百万円

②利息費用 222

③期待運用収益
(年金資産)

△34

④過去勤務債務の費用
処理額

△83

⑤数理計算上の差異の
費用処理額

71

⑥会計基準変更時差異
の費用処理額

266

⑦退職給付費用 896

 

①勤務費用 438百万円

②利息費用 202

③期待運用収益
(年金資産)

△38

④数理計算上の差異の
費用処理額

7

⑤会計基準変更時差異
の費用処理額

266

⑥退職給付費用 876

(3)退職給付債務等の計算

基礎

①割引率 2.2％

②期待運用収益率
（年金資産）

1.5％

③退職給付見込額の
期間配分方法

期間定額基準

④過去勤務債務の処理
年数

１年

⑤数理計算上の差異の
処理年数

12年

⑥会計基準変更時差異
の処理年数

15年
 

①割引率 2.2％

②期待運用収益率
（年金資産）

1.5％

③退職給付見込額の
期間配分方法

期間定額基準

④数理計算上の差異の
処理年数

12年

⑤会計基準変更時差異
の処理年数

15年



(税効果会計関係) 

 

項目
前連結会計年度末
(平成18年３月31日)

当連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

１ 繰延税金資産及び繰延

税金負債の発生の主な

原因別の内訳

１ 流動資産

繰延税金資産

貸倒引当金損金算入
限度超過額

31百万円

たな卸資産評価損 63

賞与引当金損金算入
限度超過額

307

未払費用 42

製品不具合対策損失 2,114

未払事業税 22

その他 42

繰延税金資産合計 2,625

繰延税金負債

その他 △125

繰延税金資産の純額 2,499
 

１ 流動資産

繰延税金資産

たな卸資産評価損 52百万円

賞与引当金損金算入
限度超過額

407

未払費用 56

製品不具合対策損失 342

未払事業税 12

その他 46

繰延税金資産合計 918

繰延税金負債

繰延ヘッジ損益 △15

その他 △198

繰延税金資産の純額 705

２ 固定資産

繰延税金資産

退職給付引当金損金
算入限度超過額

1,963百万円

役員退職慰労引当金
損金算入限度超過額

21

減価償却費損金算入
限度超過額

95

投資有価証券評価損 260

貸倒引当金損金算入
限度超過額

25

繰越欠損金 1,164

その他 90

繰延税金資産小計 3,621

評価性引当金額 △1,034

繰延税金資産合計 2,587

繰延税金負債

その他有価証券評価
差額

△159

繰延税金資産の純額 2,427

２ 固定資産

繰延税金資産

退職給付引当金損金
算入限度超過額

1,830百万円

役員退職慰労引当金
損金算入限度超過額

15

減価償却費損金算入
限度超過額

26

投資有価証券評価損 123

貸倒引当金損金算入
限度超過額

40

繰越欠損金 3,055

その他 90

繰延税金資産小計 5,182

評価性引当金額 △918

繰延税金資産合計 4,263

繰延税金負債

その他有価証券評価
差額

△152

繰延税金資産の純額 4,111

２ 法定実効税率と税効果

会計適用後の法人税等

の負担率との差異原因

当連結会計年度においては、税金等調
整前当期純損失となっているので、差
異原因の注記を省略している。

法定実効税率と税効果会計適用後の法
人税等の負担率との間の差異が法定実
効税率の百分の五以下であるため注記
を省略している。



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

 
  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 
  

情報・環境
関連事業 
(百万円)

精密機器
関連事業 
(百万円)

その他事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1)外部顧客に対する売上高 44,690 21,721 26 66,438 ― 66,438

(2)セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― (―) ―

計 44,690 21,721 26 66,438 (―) 66,438

営業費用 41,066 23,877 28 64,972 1,264 66,236

営業利益又は 
営業損失（△）

3,624 △2,156 △1 1,466 （1,264） 201

Ⅱ 資産、減価償却費、減損
損失及び資本的支出

資産 14,369 22,715 ― 37,084 10,082 47,167

減価償却費 251 700 ― 951 57 1,009

減損損失 ― 182 ― 182 ― 182

資本的支出 621 529 ― 1,151 54 1,205

情報・環境
関連事業 
(百万円)

精密機器
関連事業 
(百万円)

その他事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1)外部顧客に対する売上高 53,586 24,618 28 78,233 ― 78,233

(2)セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ―    (―) ―

計 53,586 24,618 28 78,233    (―) 78,233

営業費用 48,713 26,578 30 75,322 1,216 76,538

営業利益又は 
営業損失（△）

4,873 △ 1,959 △ 2 2,911 (1,216) 1,694

Ⅱ 資産、減価償却費及び資
本的支出

資産 15,953 22,720 ― 38,674 8,475 47,149

減価償却費 334 635 ― 970 34 1,004

資本的支出 667 542 ― 1,210 0 1,211



(注)１ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっている。 

２ 各事業区分の主要製品 

(1)情報・環境関連事業…複写機関連、情報機器関連、健康・環境機器関連他 

(2)精密機器関連事業……計量器関連、特機関連、時計関連、精密加工部品及び産業用設備関連他 

(3)その他事業……………保険代理業 

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、親会社本社の総務部門等管理

部門に係る費用である。 

前連結会計年度   1,264百万円 

当連結会計年度   1,216百万円 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、親会社での余資運用資金(現金・預金及び

預け金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等である。 

前連結会計年度   10,082百万円 

当連結会計年度    8,475百万円 

５ 会計処理の変更に記載のとおり、当連結会計年度から「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準委員会

平成17年11月29日 企業会計基準第４号）を適用している。 

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、「消去または全社」の営業費用が15百万円増加し、営業

利益が同額減少している。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「日本」の割合がいず
れも90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略している。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 
(注)１ 国又は地域は、地理的近接度により区分している。 

２ 前連結会計年度においては、本邦以外の売上高及び資産の金額が全セグメントの売上高の合計及び全セグメ

ントの資産の金額の合計額に占める割合がいずれも10%未満であったため、所在地別セグメント情報の記載を

省略していたが、当連結会計年度においては、これらが10%を超えることとなったため、 

「日本」・「中国」の区分による所在地別セグメント情報の記載を行っている。 

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,216百万円であり、その主なもの

は、親会社本社の総務部門等管理部門に係る費用である。 

４ 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は8,475百万円であり、その主なものは、親会社での

余資運用資金(現金・預金及び預け金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等である。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略している。 
  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略している。 

  

日本 
(百万円)

中国
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1)外部顧客に対する売上高 72,838 5,395 78,233 ― 78,233

(2)セグメント間の内部
売上高又は振替高

2,530 22,679 25,210 (25,210) ―

計 75,368 28,074 103,443 (25,210) 78,233

営業費用 72,931 27,678 100,609 (24,070) 76,538

営業利益 2,437 396 2,833 (1,139) 1,694

Ⅱ 資産 38,186 7,491 45,678 1,470 47,149



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

１ 親会社及び法人主要株主等 

 
(注)１ 議決権等の間接所有割合は株式会社リコーの子会社であるリコーテクノシステムズ株式会社他18社の所有に

よるものである。 

２ 上表の期末残高には消費税等が含まれている。 

  
取引条件及び取引条件の決定方針等 
１ 事務用機器等の販売価格は、当社の原価に基づいて算定した価格をもとに交渉のうえ決定している。 
２ 部品の購入価格は、提示された価格をもとに市場価格を勘案し交渉のうえ決定している。 
  

２ 兄弟会社等 

 
(注) 上表の期末残高には消費税等が含まれている。 

  
取引条件及び取引条件の決定方針等 
事務機等のリース料については、一般的なリース料率による見積りの提示を受け、他社より入手した見積
りと比較し交渉のうえ決定している。 
  

属性
会社等 

の名称
住所

資本金又 

は出資金 

(百万円)

事業の内容 

又は職業

議決権等 

の所有 

(被所有)割合

(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)役員の 

兼任等

事業上 

の関係

親会社
株式会社 

リコー

東京都

大田区
135,364

事務用機器

等の製造販

売

(被所有) 

直接 56.6 

間接  0.2

兼任

１名

事務用機

器等の販

売先

事務用機器

等の販売
39,433 売掛金 4,617

部品の購入

等
2,702 買掛金 413

事務用機器

等製造用金

型・治具等

の調達代行

等

3,758 立替金他 229

属性
会社等 

の名称
住所

資本金又 

は出資金 

(百万円)

事業の内容 

又は職業

議決権等 

の所有 

(被所有)割合 

(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)役員の 

兼任等

事業上 

の関係

親会社

の子会

社

リコーリー

ス株式会社

東京都 

中央区
7,896 リース業

直接  ― 

間接  ―

兼任 

―名

ファクタ

リング方

式による

売上債権

及び仕入

債務の譲

渡等

支払リース料 385

未経過リース料 

残高相当額
1,606

支払利息相当額 53

売上債権の譲渡

等
1,013 未収入金 392

仕入債務の譲渡

等
21,286 未払金 5,333

グループ内 

預金
54,346 預け金 5,593



当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 親会社及び法人主要株主等 

 
(注)１ 議決権等の間接所有割合は株式会社リコーの子会社であるリコーテクノシステムズ株式会社他18社の所有に

よるものである。 

２ 上表の期末残高には消費税等が含まれている。 

  
取引条件及び取引条件の決定方針等 
１ 事務用機器等の販売価格は、当社の原価に基づいて算定した価格をもとに交渉のうえ決定している。 
２ 部品の購入価格は、提示された価格をもとに市場価格を勘案し交渉のうえ決定している。 
  

２ 兄弟会社等 

 
(注) 上表の期末残高には消費税等が含まれている。 

  
取引条件及び取引条件の決定方針等 
一般的な市場価格を勘案し、取引価格を決定している。 

  

属性
会社等 

の名称
住所

資本金又 

は出資金 

(百万円)

事業の内容 

又は職業

議決権等 

の所有 

(被所有)割合

(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)役員の 

兼任等

事業上 

の関係

親会社
株式会社 

リコー

東京都

大田区
135,364

事務用機器

等の製造販

売

(被所有) 

直接 56.6 

間接  0.2

兼任

１名

事務用機

器等の販

売先

事務用機器

等の販売
48,123 売掛金 4,790

部品の購入

等
3,511 買掛金 213

事務用機器

等製造用金

型・治具等

の調達代行

等

2,697 立替金他 686

属性
会社等 

の名称
住所

資本金又 

は出資金 

(百万円)

事業の内容 

又は職業

議決権等 

の所有 

(被所有)割合 

(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)役員の 

兼任等

事業上 

の関係

親会社

の子会

社

リコーリー

ス株式会社

東京都 

中央区
7,896 リース業

直接  ― 

間接  ―

兼任 

1名

ファクタ

リング方

式による

売上債権

及び仕入

債務の譲

渡等

支払リース料 443

未経過リース料 

残高相当額
1,889

支払利息相当額 58

売上債権の譲渡

等
320 未収入金 7

仕入債務の譲渡

等
17,354 未払金 5,123

グループ内 

預金
65,274 預け金 2,992

東北リコー

株式会社

宮城県

柴田郡

柴田町

2,272
事務機器 

製造

直接  ― 

間接  ―

兼任 

―名

事務用機

器等の購

入販売先

事務用機器等の

販売
1,194 売掛金 565

部品の購入等 1,269 買掛金 494

リコーマイ

クロエレク

トロニクス 

株式会社

鳥取県

鳥取市
100

事務機器 

部品製造

直接  0.01 

間接  ―

兼任 

―名

部品の購

入及び材

料の有償

支給先

部品の購入、有

償支給等
3,259 未収金 246

買掛金 659

リコーロジ

スティクス

株式会社

東京都

品川区
448

物流及び 

船積通関 

業務

直接  0.01 

間接  ―

兼任 

1名

製 品、部

品の物流

及び通関

業務委託

先

運搬費等 1,668 買掛金 795

未払費用 152



(企業結合等関係) 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

該当事項はない。 

  

(１株当たり情報) 

 
  

(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

 
  

２ １株当たり当期純利益又は当期純損失（△）の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はない。 

  

項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 986円37銭 1,010円16銭

１株当たり当期純利益又は当期
純損失（△）

△18円17銭 27円56銭

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益

当連結会計年度の潜在株式調整後１株

当たり当期純利益については、潜在株

式がないため記載していない。

同左

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

純資産の部の合計額（百万円） ― 22,826

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） ― 103

（うち少数株主持分）
―

(103)

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） ― 22,723

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式の数
（千株）

― 22,494

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

連結損益計算書上の当期純利益又は当期純損失（△）
（百万円）

△409 620

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失（△）（百万円） △409 620

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

普通株式の期中平均株式数（千株） 22,528 22,503



⑥ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はない。 

  

【借入金等明細表】 

該当事項はない。 

  

(2) 【その他】 

１ 連結会計年度終了後の状況 

特記する事項はない。 

  

２ 重要な訴訟事件等 

水道メータの受注をめぐる独占禁止法違反に関連し、損害賠償請求の公訴を提起されている。 



２【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

（資産の部）

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 1,865 821

 ２ 受取手形 ※７ 1,697 2,090

 ３ 売掛金 ※２ 8,864 10,568

 ４ 商品 407 114

 ５ 製品 2,550 2,198

 ６ 半製品 12 ―

 ７ 原材料 83 62

 ８ 仕掛品 2,988 2,597

 ９ 貯蔵品 184 172

 10 前払費用 93 82

 11 繰延税金資産 2,571 820

 12 預け金 5,593 2,992

 13 未収入金 ※2,5 2,947 5,534

 14 未収消費税 ― 132

 15 立替金 ※２ 2,140 999

 16 その他 58 100

   貸倒引当金 △30 △ 15

    流動資産合計 32,028 70.2 29,272 66.0

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

  (1) 建物 2,144 2,060

  (2) 構築物 395 355

  (3) 機械及び装置 1,434 1,307

  (4) 車両及び運搬具 3 2

  (5) 工具、器具及び備品 533 642

  (6) 土地 4,466 4,466

  (7) 建設仮勘定 17 ―

   有形固定資産合計 8,994 19.7 8,834 19.9

 ２ 無形固定資産

  (1) ソフトウェア 149 81

  (2) 電話加入権等 32 32

   無形固定資産合計 181 0.4 114 0.3

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 711 698

  (2) 関係会社株式 153 153

  (3) 長期貸付金 33 25

  (4) 関係会社長期貸付金 557 560

  (5) 破産更生債権等 188 189

  (6) 長期前払費用 350 434

  (7) 繰延税金資産 2,412 4,099

  (8) その他 192 188

     貸倒引当金 △188 △ 202

   投資その他の資産合計 4,411 9.7 6,147 13.8

    固定資産合計 13,586 29.8 15,095 34.0

     資産合計 45,614 100.0 44,368 100.0



 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

（負債の部）

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 3,341 3,025

 ２ 買掛金 ※２ 8,714 7,104

 ３ 未払金 ※６ 5,798 5,635

 ４ 未払費用 371 668

 ５ 未払法人税等 78 85

 ６ 未払消費税等 61 ―

 ７ 前受金 132 155

 ８ 預り金 57 97

 ９ 賞与引当金 702 892

 10 役員賞与引当金 ― 15

 11 設備支払手形 39 55

 12 その他 6 ―

    流動負債合計 19,303 42.3 17,735 40.0

Ⅱ 固定負債

 １ 長期未払金 49 37

 ２ 退職給付引当金 4,431 4,531

 ３ 役員退職慰労引当金 52 38

    固定負債合計 4,532 10.0 4,608 10.4

     負債合計 23,835 52.3 22,343 50.4

（資本の部）

Ⅰ 資本金 ※３ 3,456 7.6 ― ―

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 5,291 ―

 ２ その他資本剰余金

  (1) 自己株式処分差益 2 2 ― ―

    資本剰余金合計 5,293 11.6 ― ―

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 376 ―

 ２ 任意積立金

  (1) 別途積立金 13,920 13,920 ― ―

 ３ 当期未処理損失 600 ―

    利益剰余金合計 13,696 30.0 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金 ※８ 235 0.5 ― ―

Ⅴ 自己株式 ※４ △902 △2.0 ― ―

    資本合計 21,779 47.7 ― ―

   負債資本合計 45,614 100.0 ― ―



 
  

  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 3,456 7.8

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 ― 5,291

  (2) その他資本剰余金 ― 3

    資本剰余金合計 ― ― 5,294 11.9

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 ― 376

  (2) その他利益剰余金

    別途積立金 ― 13,120

    繰越利益剰余金 ― 456

    利益剰余金合計 ― ― 13,952 31.5

 ４ 自己株式 ― ― △926 △2.1

   株主資本合計 ― ― 21,776 49.1

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券評価 
   差額金

― ― 225 0.5

 ２ 繰延ヘッジ損益 ― ― 22 0.0

   評価・換算差額等合計 ― ― 248 0.5

   純資産合計 ― ― 22,025 49.6

   負債純資産合計 ― ― 44,368 100.0



② 【損益計算書】 

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

 １ 商品売上高 ※１ 5,422 4,235

 ２ 製品売上高 ※１ 57,171 62,593 100.0 70,770 75,005 100.0

Ⅱ 売上原価

 １ 商品期首たな卸高 842 407

 ２ 製品期首たな卸高 1,982 2,550

 ３ 当期商品仕入高 5,348 4,022

 ４ 当期製品製造原価 ※1,2 50,242 62,613

 ５ 販売店への支払手数料 100 131

 ６ 附属品費・その他 226 404

    合計 58,742 70,129

 ７ 他勘定振替高 ※３ 1,600 1,933

 ８ 商品期末たな卸高 407 114

 ９ 製品期末たな卸高 2,550 54,184 86.6 2,198 65,882 87.8

     売上総利益 8,409 13.4 9,122 12.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 荷造運賃及び販売諸掛 1,375 1,649

 ２ 広告宣伝費及び販売促進費 67 44

 ３ 給料手当及び役員報酬 4,199 3,918

 ４ 賞与引当金繰入額 315 466

 ５ 役員賞与引当金繰入額 ― 15

 ６ 退職給付費用 409 430

 ７ 役員退職慰労引当金繰入額 14 14

 ８ 通信交通費 488 433

 ９ 賃借料 527 490

 10 減価償却費 156 97

 11 貸倒引当金繰入額 ― 1

 12 事業所税 11 ―

 13 その他 ※２ 840 8,407 13.4 726 8,289 11.1

     営業利益 2 0.0 833 1.1

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 24 38

 ２ 受取配当金 ※１ 19 170

 ３ 家賃収入 ※１ 48 70

 ４ 関係会社業務支援料 78 ―

 ５ 為替差益 287 81

 ６ 雑収益 42 501 0.8 70 431 0.5

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 0 2

 ２ 売上割引 4 5

 ３ 雑損失 24 28 0.0 12 21 0.0

     経常利益 474 0.8 1,243 1.6



  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅵ 特別利益

 １ のれん売却益 ※１ ― 150

 ２ 投資有価証券売却益 20 ―

 ３ 親会社株式売却益 58 ―

 ４ 貸倒引当金戻入益 104 183 0.3 ― 150 0.2

Ⅶ 特別損失 ※５

 １ 固定資産除却損 49 56

 ２ 製品不具合対策損失 1,680 860

 ３ 減損損失 ※４ 182 ―

 ４ 関係会社株式評価損 10 ―

 ５ 関係会社株式売却損 20 1,942 3.1 ― 916 1.2

   税引前当期純利益又は 

   税引前当期純損失（△）
△1,284 △2.0 477 0.6

   法人税、住民税及び事業税 53 53

   法人税等調整額 △77 △24 △0.0 55 108 0.1

     当期純利益又は 
     当期純損失（△）

△1,260 △2.0 369 0.5

   前期繰越利益 659

     当期未処理損失 600



製造原価明細書 

 

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比 
(％)

Ⅰ 材料費 35,428 69.8 47,296 74.8

Ⅱ 労務費 ※１ 5,957 11.7 5,999 9.5

Ⅲ 経費 ※２ 9,365 18.5 9,940 15.7

当期総製造費用 50,751 100.0 63,236 100.0

期首仕掛品・半製品たな卸高 2,902 3,000

合計 53,653 66,237

期末仕掛品・半製品たな卸高 3,000 2,597

他勘定振替高 ※３ 410 1,027

当期製品製造原価 50,242 62,613

(注)    (前事業年度) (注)    (当事業年度)

原価計算は標準原価に基づく製品別総合原価計算法を

採用しており、原価差額については調整計算を行って

いる。

原価計算は標準原価に基づく製品別総合原価計算法を

採用しており、原価差額については調整計算を行って

いる。

※１ 労務費に算入した引当金繰入額

賞与引当金繰入額 386百万円

退職給付費用 289

※１ 労務費に算入した引当金繰入額

賞与引当金繰入額 425百万円

退職給付費用 294

※２ 経費の内訳

外注加工費 5,894百万円

減価償却費 803

その他 2,667

計 9,365

※２ 経費の内訳

外注加工費 5,990百万円

減価償却費 772

その他 3,177

計 9,940

※３ 他勘定振替高の内訳

作業屑売却代控除額 36百万円

部品の有償支給控除額 300

その他 72

計 410

※３ 他勘定振替高の内訳

作業屑売却代控除額 76百万円

部品の有償支給控除額 785

その他 165

計 1,027

なお、部品有償支給控除額のうち材料費の構成比率はお

おむね99％である。

なお、部品有償支給控除額のうち材料費の構成比率はお

おむね99％である。



③ 【利益処分計算書】 

  

 
  

株主総会承認年月日
前事業年度

(平成18年６月29日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)

Ⅰ 当期未処理損失 600

Ⅱ 任意積立金取崩額

別途積立金取崩額 800 800

合計 199

Ⅲ 利益処分額

  配当金 112 112

Ⅳ 次期繰越利益 86



④ 【株主資本等変動計算書】 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

   

   

 
 (注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(百万円) 3,456 5,291 2 5,293

事業年度中の変動額

 剰余金の配当（注）

 当期純利益

 自己株式の取得

 自己株式の処分 0 0

 別途積立金の取崩

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(百万円) － － 0 0

平成19年３月31日残高(百万円) 3,456 5,291 3 5,294

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 376 13,920 △600 13,696 △902 21,543

事業年度中の変動額

 剰余金の配当（注） △112 △112 △112

 当期純利益 369 369 369

 自己株式の取得 △24 △24

 自己株式の処分 0 1

 別途積立金の取崩 △800 800 ― ―

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(百万円) － △800 1,056 256 △23 233

平成19年３月31日残高(百万円) 376 13,120 456 13,952 △926 21,776

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 235 － 235 21,779

事業年度中の変動額

 剰余金の配当（注） △112

 当期純利益 369

 自己株式の取得 △24

 自己株式の処分 1

 別途積立金の取崩 ―

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

△10 22 12 12

事業年度中の変動額合計(百万円) △10 22 12 246

平成19年３月31日残高(百万円) 225 22 248 22,025



重要な会計方針 

 

項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及

び評価方法

(1)その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定)

時価のないもの

移動平均法による原価法

(2)子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

(1)その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定)

時価のないもの

同左

(2)子会社株式及び関連会社株式

同左

２ デリバティブ等の評価基

準及び評価方法

デリバティブ

時価法

デリバティブ

同左

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

総平均法による原価法 同左

４ 固定資産の減価償却の方

法

① 有形固定資産

 

 

定率法(但し、平成10年４月１日以降取

得した建物(建物附属設備を除く)につ

いては定額法)を採用している。 

なお、耐用年数及び残存価額について

は法人税法に規定する方法と同一の基

準によっている。 

ただし、一部の機械装置については合

理的な見積による耐用年数を採用して

いる。

 

 

同左

② 無形固定資産 定額法を採用している。

なお、耐用年数については法人税法に規

定する方法と同一の基準によっている。

ただし、ソフトウェアの減価償却方法は

自社利用ソフトウェアについては社内に

おける利用可能期間(５年)に基づく定額

法を、販売目的ソフトウェアについては

見込販売数量に基づく償却額と残存見込

販売有効期間(３年)に基づく均等償却と

のいずれか大きい金額を計上している。

同左

③ 長期前払費用 均等償却を採用している。

なお、償却期間については法人税法に規

定する方法と同一の基準によっている。

同左

５ 引当金の計上基準

① 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については

個々に回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上している。

同左

② 賞与引当金 従業員の賞与に充てるため、当事業年度

に負担すべき支給見込額を計上してい

る。

同左

③ 役員賞与引当金 ―――――― 役員の賞与に充てるため、当事業年度に

負担すべき支給見込額を計上している。



項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

④ 退職給付引当金 従業員の退職給付の支払いに充てるた

め、当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、当事業

年度末において発生していると認められ

る額を計上している。 

なお、会計基準変更時差異(3,990百万

円)については、15年による按分額を費

用処理している。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数(１

年)による按分額を費用処理している。 

数理計算上の差異は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

(12年)による定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌事業年度から費用処理

している。

従業員の退職給付の支払いに充てるた

め、当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、当事業

年度末において発生していると認められ

る額を計上している。 

なお、会計基準変更時差異(3,990百万

円)については、15年による按分額を費

用処理している。 

数理計算上の差異は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

(12年)による定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌事業年度から費用処理

している。

⑤ 役員退職慰労引当金 役員の退任により支払う退職慰労金に充
てるため、次の方法により計上してい
る。
残高基準 内規に基づく期末要支給額の

100％を設定している。
繰入方法 上記、残高基準に基づく設定

額の増差額を毎期繰入れるも
のとする。

取崩方法 退任者の前事業年度末要支給
額を取崩すものとする。

同左

残高基準
同左

繰入方法
同左

取崩方法
同左

６ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってい

る。

同左

７ ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法
原則として繰延ヘッジ処理によってい
る。
なお、振当処理の要件を満たしている
為替予約については、振当処理を行っ
ている。

①ヘッジ会計の方法

同左

②ヘッジ手段とヘッジ対象
（ヘッジ手段）
為替予約
通貨スワップ
通貨オプション（ゼロコストオプ
ション）

（ヘッジ対象）

外貨建金銭債務及び外貨建輸入予定
取引  

②ヘッジ手段とヘッジ対象
（ヘッジ手段）

同左

 
（ヘッジ対象）

同左

③ヘッジ方針
外貨建金銭債務及び外貨建輸入予定取
引の為替変動リスクを回避する目的で
為替予約、通貨スワップ及び通貨オプ
ション（ゼロコストオプション）を利
用することとし、ヘッジ手段である為
替予約、通貨スワップ及び通貨オプシ
ョン（ゼロコストオプション）は、ヘ
ッジ対象である外貨建金銭債務及び外
貨建輸入取引の範囲内で行うこととし
ている。

③ヘッジ方針
同左

④ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ手段がヘッジ対象である予定取
引の重要な条件と同一であり、ヘッジ
開始時及びその後も継続して相場変動
を完全に相殺するものであると想定で
きるため、ヘッジの有効性の判定を省
略している。

④ヘッジ有効性評価の方法
同左



 
  

会計処理の変更 

 
  

表示方法の変更 

 

  

項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

８ その他財務諸表作成の
ための重要な事項

① 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理は、税抜方式によっ

ている。

同左

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準）

当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適

用指針第６号）を適用している。

これにより税引前当期純損失が182百万円増加してい

る。

なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき当該各資産の金額から直接控除してい

る。

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月９日 

企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委

員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８

号）を適用している。 

これまでの「資本の部」の合計に相当する金額は22,002

百万円である。 

なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度におけ

る財務諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成して

いる。

（役員賞与に関する会計基準） 

当事業年度から「役員賞与に関する会計基準」（企業会

計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基準４号）

を適用している。 

この結果、従来の方法に比べて、営業利益、経常利益及

び税引前当期純利益が、15百万円減少している。

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（損益計算書）

「売上割引」は、営業外費用の総額の100分の10を超え

たため、区分掲記することとした。なお、前事業年度

は「雑損失」に４百万円含まれている。

（損益計算書）

１ 前事業年度まで区分掲記していた販売費及び一般

管理費の「事業所税」については、当事業年度にお

いて金額的重要性が乏しくなったため「その他」に

含めている。 

なお、当事業年度の「その他」に含まれている「事

業所税」は10百万円である。 

 

２ 前事業年度まで区分掲記していた営業外収益の

「関係会社業務支援料」については、当事業年度に

おいて金額的重要性が乏しくなったため「雑収益」

に含めている。 

なお、当事業年度の「雑収益」に含まれている「関

係会社業務支援料」は24百万円である。



注記事項 

(貸借対照表関係) 

 
  

項目
前事業年度

(平成18年３月31日)
当事業年度 

(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産の取得価額

から控除した減価償却累

計額

建物 3,663百万円

構築物 546

機械及び装置 7,208

車両及び運搬具 38

工具、器具及び備品 4,959

計 16,416

建物 3,840百万円

構築物 600

機械及び装置 5,377

車両及び運搬具 38

工具、器具及び備品 4,696

計 14,553

※２ 関係会社に対する主な

資産及び負債

区分掲記されたもの以外で

各科目に含まれている主な

科目及びその金額は次のと

おりである。

売掛金 5,746百万円

未収入金 1,659

立替金 823

買掛金 2,889

売掛金 5,498百万円

未収入金 4,820

立替金 756

買掛金 1,871

※３ 会社が発行する株式数及

び発行済株式の総数

① 会社が発行する株式の

総数

② 発行済株式の総数

普通株式 50,000千株 

 

普通株式 24,744千株

―――――

―――――

※４ 自己株式の保有数 普通株式  2,227千株 ―――――

※５ ファクタリング方式に

より譲渡した売上債権

の未収額

 

392百万円

 

7百万円

※６ ファクタリング方式に

より振替えた仕入債務

の未払額

 

5,333百万円

 

5,123百万円

※７ 事業年度末日満期手形

の処理

――――― 事業年度末日満期手形の会計処理につ

いては、手形交換日を持って決済処理

している。 

なお、当事業年度末日が金融機関の休

日であったため、次の事業年度末日満

期手形が、当事業年度末残高に含まれ

ている。

受取手形 276百万円

※８ 配当制限 商法施行規則第124条第３号に規定する

金額は、235百万円である。

―――――



(損益計算書関係) 

 

項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 関係会社との主な取引

 

当期売上高 41,850百万円

当期仕入高 13,400

受取配当金 9

家賃収入 44

当期売上高 50,673百万円

当期仕入高 28,750

受取配当金 160

家賃収入 66

のれん売却益 150

※２ 研究開発費 当期製品製造費用、販売費及び一般管

理費に含まれる研究開発費は次のとお

りである。

当期製品製造費用 65百万円

販売費及び一般管理費 213

計 279

当期製品製造費用、販売費及び一般管

理費に含まれる研究開発費は次のとお

りである。

当期製品製造費用 61百万円

販売費及び一般管理費 127

計 189

※３ 他勘定振替高の内訳 販売費及び一般管理費 605百万円

製造経費及び材料費 68

有形固定資産 8

その他 918

計 1,600

販売費及び一般管理費 754百万円

製造経費及び材料費 48

有形固定資産 ―

その他 1,130

計 1,933

※４ 減損損失 当事業年度において、以下の資産グル

ープについて減損損失を計上している
―――――

(1) 減損損失を認識した資産グループの

概要

用途 時計関連製造設備

種類
機械装置、工具、 
器具備品

場所
当社恵那事業所
（岐阜県恵那市）

減損金額

(百万円)
182

(2) 減損損失の認識に至った経緯
営業活動から生ずる損益が継続してマ
イナスである時計事業に属する資産グ
ループについて減損損失を認識してい
る。

(3) 減損損失の金額

種類
金額

(百万円)

機械装置 157

工具 19

器具備品 5

合計 182

(4) 資産のグルーピングの方法
当社は、主として管理損益を把握する
事業単位を基準としてグルーピングを
行っている。

(5) 回収可能価額の算定方法

資産グループの回収可能価額は使用価
値により測定している。使用価値は、
将来キャッシュ・フローを2.7％で割り
引いて算定している。



 
  

(株主資本等変動計算書関係) 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 自己株式に関する事項 

   
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次の通りである。 

   単元未満株式の買取りによる増加    23千株 

  減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

   単元未満株式の買増請求による減少    2千株 

  

  

項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※５ 特別損失の内容

① 固定資産除却損の内容 建物及び構築物 2百万円

機械及び装置 20

工具、器具及び備品 26

計 49

建物及び構築物 3百万円

機械及び装置 34

工具、器具及び備品 17

計 56

② 製品不具合対策損失 計量器関連事業のプロパン用ガスメー

タの一部について、異常に長時間にわ

たるガス器具の使用を検知し、ガスを

遮断する機能が使用条件によっては機

能しないという不具合が判明し、その

対策費用を特別損失に計上している。

過年度に計上した計量器関連事業のガス

メータセンサー不具合に係る費用が対策

の進捗により当初試算を上回ることとな

り、その追加計上額を特別損失に計上し

ている。

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(千株） 2,227 23 2 2,249



(リース取引関係) 

 
  

項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額及び期末残高
相当額

（イ）取得価額相当額

建物 1,551百万円

機械及び装置 1,271

車両及び運搬具 15

工具器具備品 448

その他 53

合計 3,341

① リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額及び期末残高
相当額

（イ）取得価額相当額

建物 1,551百万円

機械及び装置 1,499

車両及び運搬具 13

工具器具備品 493

その他 33

合計 3,591

（ロ）減価償却累計額相当額

建物 706百万円

機械及び装置 238

車両及び運搬具 7

工具器具備品 186

その他 39

合計 1,177

（ロ）減価償却累計額相当額

建物 810百万円

機械及び装置 324

車両及び運搬具 5

工具器具備品 236

その他 7

合計 1,384

（ハ）期末残高相当額

建物 844百万円

機械及び装置 1,033

車両及び運搬具 8

工具器具備品 262

その他 14

合計 2,163

（ハ）期末残高相当額

建物 741百万円

機械及び装置 1,174

車両及び運搬具 7

工具器具備品 257

その他 26

合計 2,207

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 330百万円

１年超 1,954

合計 2,284

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 364百万円

１年超 1,975

合計 2,339

③ 支払リース料、減価償却費相当額
及び支払利息相当額

支払リース料 380百万円

減価償却費相当額 331

支払利息相当額 63

③ 支払リース料、減価償却費相当額
及び支払利息相当額

支払リース料 417百万円

減価償却費相当額 364

支払利息相当額 63

④ 減価償却費相当額及び支払利息相
当額の算定方法

減価償却費相当額
リース期間を耐用年数とし、残存価
額を零とする定額法によっている。

支払利息相当額
リース料総額とリース物件の取得価
額相当額との差額を利息相当額と
し、各期への配分方法については利
息法によっている。

④ 減価償却費相当額及び支払利息相
当額の算定方法

減価償却費相当額
同左

支払利息相当額
同左



(有価証券関係) 

前事業年度（平成18年3月31日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 

当事業年度（平成19年3月31日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 

  

(税効果会計関係) 

 

項目
前事業年度

(平成18年３月31日)
当事業年度 

(平成19年３月31日)

１ 繰延税金資産及び繰延

税金負債の発生の主な

原因別の内訳

 

① 流動資産

繰延税金資産

貸倒引当金損金算入
限度超過額

31百万円

たな卸資産評価損 63

賞与引当金損金算入
限度超過額

283

製品不具合損失 2,114

未払事業税 22

未払費用 38

その他 16

繰延税金資産合計 2,571

① 流動資産

繰延税金資産

たな卸資産評価損 52百万円

賞与引当金損金算入
限度超過額

360

製品不具合損失 342

未払事業税 12

未払費用 49

その他 17

繰延税金資産合計 835

繰延税金負債

繰延ヘッジ損益 △15

繰延税金資産の純額 820

② 固定資産

繰延税金資産

退職給付引当金損金
算入限度超過額

1,960百万円

役員退職慰労引当金
損金算入限度超過額

21

減価償却費損金算入
限度超過額

95

投資有価証券評価損 260

貸倒引当金損金算入
限度超過額

25

繰越欠損金 1,164

その他 78

繰延税金資産小計 3,606

評価性引当額 △1,034

繰延税金資産合計 2,572

繰延税金負債

その他有価証券評価
差額

△159

繰延税金資産の純額 2,412

② 固定資産

繰延税金資産

退職給付引当金損金
算入限度超過額

1,829百万円

役員退職慰労引当金
損金算入限度超過額

15

減価償却費損金算入
限度超過額

26

投資有価証券評価損 123

貸倒引当金損金算入
限度超過額

40

繰越欠損金 3,055

その他 80

繰延税金資産小計 5,170

評価性引当額 △918

繰延税金資産合計 4,251

繰延税金負債

その他有価証券評価
差額

△152

繰延税金資産の純額 4,099

２ 法定実効税率と税効果会

計適用後の法人税等の負

担率との差異原因

当事業年度においては、税引前当期純損

失となっているので、差異原因の注記を

省略している。

 

法定実効税率 40.4％

(調整)

交際費等永久に損金に 
算入されない項目

5.2

受け取り配当金等永久に 
益金に算入されない項目

△1.7

住民税均等割等 11.1
評価性引当金の増減 △32.4

税効果会計適用後の法人
税等の負担率

22.6



(企業結合等関係) 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

該当事項はない。 

  

(１株当たり情報) 

 
  

(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
  

２ １株当たり当期純利益又は当期純損失（△） 

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はない。 

項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 967円23銭 979円11銭

１株当たり当期純利益又は当期

純損失（△）
△55円93銭 16円41銭

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

については、潜在株式がないため記載

していない。

同左

項目
前事業年度

（平成18年３月31日）
当事業年度 

（平成19年３月31日）

貸借対照表の純資産の部の合計額（百万円） ― 22,025

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） ― ―

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） ― 22,025

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数
（千株）

― 22,494

前事業年度
(自平成17年４月１日
至平成18年３月31日)

当事業年度
(自平成18年４月１日
至平成19年３月31日)

損益計算書上の当期純利益又は当期純損失（△）（百万円） △1,260 369

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失（△）（百万円） △1,260 369

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

普通株式の期中平均株式数（千株） 22,528 22,503



⑤【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

 
  

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額 

（百万円）

投資 
有価証券

その他 
有価証券

㈱マキタ 51,700 225

㈱ザ・トーカイ 205,125 92

カシオ計算機㈱ 30,000 77

アイチコーポレーション㈱ 57,200 63

三愛石油㈱ 100,000 56

㈱シード 55,000 38

㈱愛知銀行 2,618 33

㈱サーラコーポレーション 36,979 21

㈱クレックス 20,000 13

㈱トーエネック 17,296 8

その他 27銘柄 217,908 67

小 計 793,828 698

計 793,828 698



【有形固定資産等明細表】 

 
（注）１ 当期増加額のうち主なものは次のとおりである。 

 
   ２ 当期減少額のうち主なものは次のとおりである。 

 
  

【引当金明細表】 

 
(注) 貸倒引当金の当期減少額のその他は、一般債権の貸倒実績率による洗替額と債権回収に伴う取崩によるもので

ある。 

  

  

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額 
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
(百万円)

当期償却額 
(百万円)

差引当期末
残高 

(百万円)

有形固定資産

建物 5,808 113 19 5,901 3,840 194 2,060

構築物 942 13 ― 955 600 53 355

機械及び装置 8,642 181 2,139 6,685 5,377 253 1,307

車両及び運搬具 41 ― 0 41 38 0 2

工具、器具及び
備品

5,493 421 576 5,338 4,696 287 642

土地 4,466 ― ― 4,466 ― ― 4,466

建設仮勘定 17 255 272 ― ― ― ―

有形固定資産計 25,410 985 3,008 23,387 14,553 789 8,834

無形固定資産

ソフトウェア 812 19 363 468 386 83 81

電話加入権等 35 0 0 35 2 0 32

無形固定資産計 847 19 364 503 389 83 114

長期前払費用 350 84 ― 434 ― ― 434

建物 岡崎事業所 建物設備 74百万円

機械装置 計量器関連製造設備 99百万円

部品産業用製造設備 43百万円

工具、器具及び備品 複写機関連の型・治具 178百万円

計量器関連の型・治具 207百万円

機械装置 時計関連製造設備 1,371百万円

工具、器具及び備品 時計関連の型・治具 250百万円

区分
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用) 
(百万円)

当期減少額
(その他) 
(百万円)

当期末残高 
(百万円)

貸倒引当金 219 35 3 33 217

賞与引当金 702 892 702 ― 892

役員賞与引当金 ― 15 ― ― 15

役員退職慰労引当金 52 14 28 ― 38



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

①現金及び預金 

 
②受取手形 

相手先別内訳 

 
期日別内訳 

 
  

区分 金額(百万円)

現金 11

預金

当座預金 89

普通預金 64

外貨定期預金 654

別段預金 1

計 809

合計 821

相手先 金額(百万円)

㈱ナ・デックス 187

東京マイクロ㈱ 166

㈱サイサン 137

安達㈱ 121

セントラル石油瓦斯㈱ 91

その他 1,384

合計 2,090

期日 金額(百万円)

平成19年４月満期 848

平成19年５月満期 408

平成19年６月満期 470

平成19年７月満期 304

平成19年８月以降満期 58

合計 2,090



③売掛金 

相手先別内訳 

 
  

売掛金の発生及び回収状況並びに滞留状況 

 
(注) 上表の発生高には消費税等が含まれているので、損益計算書の売上高には一致しない。 

  

④商品 

 
⑤製品 

 
  

相手先 金額(百万円)

㈱リコー 4,790

RICOH ELEMEX(HK)LTD. 705

東北リコー㈱ 565

㈱小松製作所 480

全国農業協同組合連合会 381

その他 3,644

合計 10,568

前期末残高 
(百万円) 

 
(Ａ)

発生高 
(百万円) 

 
(Ｂ)

回収高 
(百万円) 

 
(Ｃ)

当期末残高
(百万円) 

 
(Ｄ)

 

回収率(％)

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)
 

滞留期間(日)

(Ａ)＋(Ｄ)
÷

(Ｂ)
２ 365

8,864 78,600 76,896 10,568 87.9 45.1

品名 金額(百万円)

計量器関連 92

その他 21

合計 114

品名 金額(百万円)

特機関連 1,144

計量器関連 633

複写機関連 281

その他 139

合計 2,198



⑥原材料 

 
⑦仕掛品 

 
⑧貯蔵品 

 
⑨繰延税金資産 

 
(注) 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳については、注記事項（税効果会計関係）に記載している。 

⑩預け金 

 
⑪未収入金 

 
  

品名 金額(百万円)

特機関連 45

その他 16

合計 62

品名 金額(百万円)

計量器関連 831

特機関連 664

複写機関連 537

情報機器関連 367

その他 196

合計 2,597

品名 金額(百万円)

健康・環境機器関連 95

計量器関連 38

その他 38

合計 172

計上区分 金額(百万円)

流動資産計上額 820

固定資産計上額 4,099

合計 4,919

区分 金額(百万円)

グループ内預金 2,992

合計 2,992

内訳 金額(百万円)

売上債権譲渡代金 7

部品有償支給代金等 5,526

合計 5,534



⑫支払手形 

相手先別内訳 

 
期日別内訳 

 
⑬買掛金 

相手先別内訳 

相手先 金額(百万円)

中国化薬㈱ 392

三協高分子㈱ 242

㈱ホタカ 236

伊藤工機㈱ 186

コーデンシ㈱ 172

その他 1,795

合計 3,025

期日 金額(百万円)

平成19年４月満期 634

平成19年５月満期 1,046

平成19年６月満期 637

平成19年７月満期 674

平成19年８月以降満期 32

合計 3,025

相手先 金額(百万円)

RICOH ELEMEX(HK)LTD. 1,720

リコーロジスティクス㈱ 795

リコーマイクロエレクトロニクス㈱ 659

東北リコー㈱ 494

㈱リコー 208

その他 3,225

合計 7,104



⑭未払金 

 
⑮設備支払手形 

相手先別内訳 

 
  

⑯退職給付引当金 

 
  

(3) 【その他】 

１ 決算日後の状況 

特記する事項はない。 

  

２ 重要な訴訟事件等 

水道メータの受注をめぐる独占禁止法違反に関連し、損害賠償請求の公訴を提起されている。 

  

内訳 金額(百万円)

仕入債務未払額 5,123

その他 509

合計 5,635

相手先 金額(百万円)

㈱川瀬電気工業所 28

相澤建設㈱ 10

㈱フジマック 3

㈱亀太 2

その他 10

合計 55

区分 金額(百万円)

退職給付債務 9,296

未認識数理計算上の差異 85

会計基準変更時差異の未処理額 △2,128

年金資産 △2,722

合計 4,531



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
(注）１  当社は、「当会社の株主（実質株主を含む。）は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以

外の権利を行使することができない」旨を定めている。 

(1) 会社法第189条第２項各号に掲げる権利 

(2) 会社法第166条第１項の規定による請求をする権利 

(3) 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利 

(4) 「株式事務取扱規則」に定めるところにより、その有する単元未満株式の数と併せて単元株式数とな

る数の株式を売り渡すことを請求する権利 

  

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類

１株券、５株券、10株券、50株券、100株券、500株券、1,000株券、
10,000株券
ただし、100株券未満の株式につき、その株数を表示した株券を発行するこ
とができる。

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

取扱場所
名古屋市中区栄三丁目15番33号
中央三井信託銀行株式会社 名古屋支店証券代行部

株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社

取次所
中央三井信託銀行株式会社 本店及び全国各支店
日本証券代行株式会社   本店及び全国各支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 200円

株券喪失登録

株券喪失登録申請料 １件につき 8,600円

株券登録料 １枚につき   500円

単元未満株式の買取り・買増し

取扱場所
名古屋市中区栄三丁目15番33号
中央三井信託銀行株式会社 名古屋支店証券代行部

株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社

取次所
中央三井信託銀行株式会社 本店及び全国各支店
日本証券代行株式会社   本店及び全国各支店

買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 日本経済新聞

株主に対する特典
毎年３月31日並びに９月30日現在の株主名簿および実質株主名簿に記載また
は記録された１単元（1,000株）以上の保有株主を対象として、当社製品を
優待価格で提供。



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、証券取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はない。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

 
  

(1) 有価証券報告書及び
その添付書類

事業年度 
(第105期)

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日

平成18年６月29日 
東海財務局長に提出。 

(2) 半期報告書の訂正報
告書

平成17年12月26日提出の半期報告書 
(第105期中)に係る訂正報告書である。

平成18年12月22日 
東海財務局長に提出。

(3) 半期報告書 (第106期中) 自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日

平成18年12月26日 
東海財務局長に提出。

(4) 臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第19
条第２項第12号及び同第19号（財政状態
及び経営成績に著しい影響を与える事
象）の規定に基づき提出している。

平成19年４月20日 
東海財務局長に提出。



該当事項はない。 

  

  

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



  

独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年６月29日

リコーエレメックス株式会社 

取締役会 御中 
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られているリコーエレメックス株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度

の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・

フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ること

を求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに

経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んで

いる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して、リコーエレメックス株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

会計処理の変更に記載のとおり、会社は、固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該

会計基準により連結財務諸表を作成している。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以  上 
  

 
  

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士 岡 野 英 生 ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士 姫 野 幹 弘 ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管している。



  
  

独立監査人の監査報告書 
 

  

平成19年６月28日

リコーエレメックス株式会社 

取締役会 御中 
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られているリコーエレメックス株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度

の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャ

ッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ること

を求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに

経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んで

いる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して、リコーエレメックス株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

会計処理の変更に記載されているとおり、会社は、貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

及び役員賞与に関する会計基準を適用しているため、当該会計基準により連結財務諸表を作成してい

る。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以  上 
  

 
  

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士 岡 野 英 生 ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士 姫 野 幹 弘 ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管している。



  

独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年６月29日

リコーエレメックス株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られているリコーエレメックス株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第105期事業

年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を

行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求

めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営

者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当

監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、リコーエレメックス株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事

業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

会計処理の変更に記載のとおり、会社は、固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該

会計基準により財務諸表を作成している。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以  上 

 

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士 岡 野 英 生 ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士 姫 野 幹 弘 ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管している。



  

独立監査人の監査報告書 
 

  

平成19年６月28日

リコーエレメックス株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られているリコーエレメックス株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第106期事業

年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について

監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求

めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営

者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当

監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、リコーエレメックス株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事

業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

会計処理の変更に記載されているとおり、会社は、貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

及び役員賞与に関する会計基準を適用しているため、当該会計基準により財務諸表を作成している。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以  上 

 

  

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士 岡 野 英 生 ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士 姫 野 幹 弘 ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管している。


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２沿革
	３事業の内容
	４関係会社の状況
	５従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４事業等のリスク
	５経営上の重要な契約等
	６研究開発活動
	７財政状態及び経営成績の分析

	第３設備の状況
	１設備投資等の概要
	２主要な設備の状況
	３設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)ライツプランの内容
	(4)発行済株式総数、資本金等の推移
	(5)所有者別状況
	(6)大株主の状況
	(7)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等

	(8)ストックオプション制度の内容

	２自己株式の取得等の状況
	株式の種類等
	(1)株主総会決議による取得の状況
	(2)取締役会決議による取得の状況
	(3)株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容
	(4)取得自己株式の処理状況及び保有状況


	３配当政策
	４株価の推移
	(1)最近５年間の事業年度別最高・最低株価
	(2)最近６箇月間の月別最高・最低株価

	５役員の状況
	６コーポレート・ガバナンスの状況

	第５経理の状況
	１連結財務諸表等
	(1)連結財務諸表
	①連結貸借対照表
	②連結損益計算書
	③連結剰余金計算書
	④連結株主資本等変動計算書
	⑤連結キャッシュ・フロー計算書
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高
	関連当事者との取引
	⑥連結附属明細表
	社債明細表
	借入金等明細表

	(2)その他

	２財務諸表等
	(1)財務諸表
	①貸借対照表
	②損益計算書
	③利益処分計算書
	④株主資本等変動計算書
	⑤附属明細表
	有価証券明細表
	株式
	有形固定資産等明細表
	引当金明細表

	(2)主な資産及び負債の内容
	(3)その他


	第６提出会社の株式事務の概要
	第７提出会社の参考情報
	１提出会社の親会社等の情報
	２その他の参考情報


	第二部提出会社の保証会社等の情報

	監査報告書

	pageform1: 1/83
	pageform2: 2/83
	form1: EDINET提出書類  2007/06/28 提出
	form2: リコーエレメックス株式会社(371023)
	form3: 有価証券報告書
	pageform3: 3/83
	pageform4: 4/83
	pageform5: 5/83
	pageform6: 6/83
	pageform7: 7/83
	pageform8: 8/83
	pageform9: 9/83
	pageform10: 10/83
	pageform11: 11/83
	pageform12: 12/83
	pageform13: 13/83
	pageform14: 14/83
	pageform15: 15/83
	pageform16: 16/83
	pageform17: 17/83
	pageform18: 18/83
	pageform19: 19/83
	pageform20: 20/83
	pageform21: 21/83
	pageform22: 22/83
	pageform23: 23/83
	pageform24: 24/83
	pageform25: 25/83
	pageform26: 26/83
	pageform27: 27/83
	pageform28: 28/83
	pageform29: 29/83
	pageform30: 30/83
	pageform31: 31/83
	pageform32: 32/83
	pageform33: 33/83
	pageform34: 34/83
	pageform35: 35/83
	pageform36: 36/83
	pageform37: 37/83
	pageform38: 38/83
	pageform39: 39/83
	pageform40: 40/83
	pageform41: 41/83
	pageform42: 42/83
	pageform43: 43/83
	pageform44: 44/83
	pageform45: 45/83
	pageform46: 46/83
	pageform47: 47/83
	pageform48: 48/83
	pageform49: 49/83
	pageform50: 50/83
	pageform51: 51/83
	pageform52: 52/83
	pageform53: 53/83
	pageform54: 54/83
	pageform55: 55/83
	pageform56: 56/83
	pageform57: 57/83
	pageform58: 58/83
	pageform59: 59/83
	pageform60: 60/83
	pageform61: 61/83
	pageform62: 62/83
	pageform63: 63/83
	pageform64: 64/83
	pageform65: 65/83
	pageform66: 66/83
	pageform67: 67/83
	pageform68: 68/83
	pageform69: 69/83
	pageform70: 70/83
	pageform71: 71/83
	pageform72: 72/83
	pageform73: 73/83
	pageform74: 74/83
	pageform75: 75/83
	pageform76: 76/83
	pageform77: 77/83
	pageform78: 78/83
	pageform79: 79/83
	pageform80: 80/83
	pageform81: 81/83
	pageform82: 82/83
	pageform83: 83/83


